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【資料11－１ 一時避難地一覧表】                
                             

   （総務部危機管理課調べ、令和７年３月現在） 

 施 設 名 所 在 地 施 設 名 所 在 地  

 茨田公園 堂山町12 大橋町公園 大橋町10  

 新橋公園 新橋町５ 三ツ島公園緑地 三ツ島６丁目18  

 中町公園 中町１ 三ツ島公園 三ツ島６丁目22  

 石原町公園 石原町21 東江端町３号公園 東江端町８  

 東打越公園 打越町12 岸和田１号公園 岸和田３丁目22  

 幸福町公園 幸福町28 四宮１号公園 四宮２丁目９  

 柳町公園 柳町13 四宮３号公園 四宮６丁目９  

 北打越公園 打越町30 元町中央公園 元町14  

 下三ツ島公園 三ツ島２丁目11 門真南公園 三ツ島３丁目３  

 若葉公園 深田町１ 門真南緑地 三ツ島３丁目９  

 下馬伏南公園 脇田町15 東江端町２号公園 東江端町４  

 四宮公園 四宮４丁目４ 浜町児童遊園 浜町３  

 浜町公園 浜町14 月出町中央公園 月出町６  

 速見町公園 速見町10 さくら広場 ※２ 大字門真1006  

 
サン・ジョゼ広場 末広町43 

コノミヤ門真千石東店駐車場

※２ 
千石東町31番１号 

 

 
岸和田北部遊水公園 岸和田２丁目19 

本町市住児童遊園及び本町市

営住宅内広場 
本町35 

 

 
末広町北公園 末広町38 

大阪国際大学守口キャンパス

※２ 

守口市藤田町 

６丁目21-57 

 

 一番柳田町北２号緑地公園 柳田町４ 北島東町公園 北島東町４番  

 一番柳田町北１号公園 一番町10 大和田駅前広場 野里町６番  

 

※１ 1,000㎡以上の公園から抽出 ※２ 防災協定により、大規模災害時に利用可能 

【資料11－２ 広域避難地一覧表】                                

   （総務部危機管理課調べ、令和７年３月現在）

 
施 設 名 所 在 地 面積及び収容予定人員 

 

  

 

 

 

 

 

弁天池公園 

 

岸和田１丁目８ 
３．47ヘクタール 

内有効避難面積１.７ヘクタール 
（収容予定人員8,500人） 
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【資料11－３ 避難所一覧表】 

                          
（総務部危機管理課調べ、令和７年１月現在） 

 № 避 難 所 所 在 地 電話（ＦＡＸ） 

 １ 門真小学校 柳町４-１ 06-6909-2000 (06-6909-1175) 

 ２ 大和田小学校 大橋町21-46 072-881-0049 (072-882-4551) 

 ３ 二島小学校 三ツ島１丁目５-10 072-883-0016 (072-883-0015) 

 ４ 四宮小学校 四宮２丁目８-１ 072-883-3341 (072-883-3342) 

５ 古川橋小学校 御堂町18-９ 06-6901-4444 (06-6901-4447) 

 ６ 沖小学校 沖町28-１ 072-882-6165 (072-882-6166) 

 ７ 上野口小学校 上野口町31-１ 072-882-0882 (072-882-0894) 

 ８ 速見小学校 速見町４-１ 06-6909-6500 (06-6909-6547) 

 ９ 北巣本小学校 北巣本町２-11 072-882-7427 (072-882-7428) 

 10 五月田小学校 北島町27-１ 072-884-3061 (072-884-3062) 

 11 東小学校 岸和田３丁目42-１ 072-884-4511 (072-884-4712) 

 12 水桜小学校 三ツ島６丁目２-１ 072-884-3031 (072-884-3032) 

 13 門真みらい小学校 浜町22-41 06-6902-2890（06-6902-2894） 

 14 第二中学校 沖町10-１ 072-881-5021 (072-881-5022) 

15 第三中学校 柳田町12-６ 06-6908-9314 (06-6908-9326) 

 16 第四中学校 江端町３-１ 072-883-1621 (072-883-1622) 

 17 第五中学校 北岸和田３丁目12-１ 072-883-4848 (072-883-4849) 

 18 第七中学校 北島町29-１ 072-885-2301 (072-885-3401) 

 19 門真はすはな中学校 中町２-１ 06-6901-5243 (06-6901-0203) 

 20 門真なみはや高等学校 島頭４丁目９-１ 072-881-2331 (072-881-8274) 

 21 門真西高等学校 柳田町29-１ 06-6909-0318 (06-6909-0798) 

 22 門真市民プラザ 北島546 － 
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【資料11－４ 洪水時避難所一覧表】（総務部危機管理課、令和７年１月現在）    

Ｎｏ． 名称 住所 階数 
想定最大浸水

深（ｍ） 

洪水時 

利用可能階数 

利用可能 

階数 

収容可能床 

面積（㎡） 

１ 門真小学校 柳町４-１ ４階 1.0～2.0 ２階以上 ３階分 3,920 

２ 大和田小学校 大橋町21-46 ３階 1.0～2.0 ２階以上 ２階分 1,515 

３ 二島小学校 三ツ島１丁目５-10 ４階 1.0～2.0 ２階以上 ３階分 3,882 

４ 四宮小学校 四宮２丁目８-１ ４階 1.0～2.0 ２階以上 ３階分 3,761 

５ 古川橋小学校 御堂町18-9 ４階 1.0～2.0 ２階以上 ３階分 3,362 

６ 沖小学校 沖町28-１ ４階 1.0～2.0 ２階以上 ３階分 3,264 

７ 上野口小学校 上野口町31-１ ４階 1.0～2.0 ２階以上 ３階分 3,544 

８ 速見小学校 速見町４-１ ４階 1.0～2.0 ２階以上 ３階分 3,604 

９ 北巣本小学校 北巣本町２-11 ４階 1.0～2.0 ２階以上 ３階分 3,140 

10 五月田小学校 北島町27-１ ４階 1.0～2.0 ２階以上 ３階分 3,143 

11 東小学校 岸和田３丁目42-１ ４階 1.0～2.0 ２階以上 ３階分 2,881 

12 水桜小学校 三ツ島６丁目２-１ ４階 1.0～2.0 ２階以上 ３階分 3,113 

13 門真みらい小学校 浜町22-41 ４階 2.0～5.0 ３階以上 ２階分 2,949 

14 第二中学校 沖町10-１ ３階 1.0～2.0 ２階以上 ２階分 3,941 

15 第三中学校 柳田町12-６ ４階 1.0～2.0 ２階以上 ３階分 4,394 

16 第四中学校 江端町３-１ ４階 1.0～2.0 ２階以上 ３階分 4,441 

17 第五中学校 北岸和田３丁目12-１ ４階 0.5～1.0 ２階以上 ３階分 4,049 

18 第七中学校 北島町29-１ ４階 1.0～2.0 ２階以上 ３階分 4,157 

19 門真はすはな中学校 中町２-１ ４階 1.0～2.0 ２階以上 ３階分 7,529 

20 門真なみはや高等学校 島頭４丁目９-１ ４階 1.0～2.0 ２階以上 ３階分 2,748 

21 門真西高等学校 柳田町29-２ ４階 1.0～2.0 ２階以上 ３階分 2,034 

22 門真市民プラザ 北島546 ４階 1.0～2.0 ２階以上 ３階分 3,450 

23 
本町市営住宅 ※２ 

（１期～３期） 

本町35-１ 

本町35-２ 
７階 1.0～2.0 ２階以上 ６階分 1,742 

24 
門真千石西町住宅 ※２ 

（１号棟～８号棟） 

千石西町12-１ 

千石西町12-２ 

千石西町12-３ 

千石西町12-４ 

千石西町11-５ 

千石西町11-６ 

千石西町11-7 

千石西町11-8 

14階 

14階 

10階 

９階 

８階 

14階 

10階 

10階 

0.5～3.0 ２階以上 73階分 14,387 

※校舎・施設等の全体床面積から１階分の収容可能床面積を算出し、そこから洪水時利用可能階数分を乗じて収容可能床面積を推計。 

また、大規模改修中の学校があるため、現在の状況と一致しない部分がある。 

※２ 洪水時避難ビルに指定し、「水害が発生したときや、その発生のおそれがある場合に限って、廊下や階段などの開放されたスペース

に避難することが可能」 
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【資料11－５ 給食調理施設一覧表】 

                               (教育委員会事務局調べ、令和７年１月現在） 

№ 避 難 所 

燃料の種類 回転釜 

備  考 
都市ガス プロパン 

オール 

電化 
釜数 食数 

１ 門真小学校 ○   ６ 1,200  

２ 大和田小学校 ○   ５ 1,000  

３ 二島小学校  ○  ６ 1,200  

４ 四宮小学校  ○  ６ 1,200  

５ 古川橋小学校 ○   ５ 1,000  

６ 沖小学校 ○   ６ 1,200  

７ 上野口小学校 ○   ６ 1,200  

８ 速見小学校 ○   ６ 1,200  

９ 北巣本小学校 ○   ６ 1,200  

10 五月田小学校  ○  ６ 1,200  

11 東小学校 ○   ６ 1,200  

12 水桜小学校  ○  ６ 1,200  

13 門真みらい小学校 ○   ７ 1,400  

14 第二中学校 ○   ６ 1,200  

15 第三中学校 ○   ６ 1,200  

16 第四中学校 ○   ６ 1,200  

17 第五中学校 ○   ６ 1,200  

18 第七中学校 ○   ６ 1,200  

19 門真はすはな中学校   ○ ５ 1,000  

   （１釜：精米量20ｋｇ    １食：100ｇ） 
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【資料11－６ 広域避難の受入概要】 

（参考：大阪府地域防災計画［原子力災害対策］、令和４年 12月） 

１ 関西圏における広域避難の受入れ 

福井県嶺南地域に立地する原子力施設において万一事故等が発生し、広域避難が必要となった場合、

関西圏域全体で被災住民の受入れを行う。大阪府は関西広域連合で定めたカウンターパートとして、

滋賀県からの広域避難の受入れを行うこととし、広域避難が円滑に行われるよう受入体制を整備する。 
 
（１）前提となる被害想定 

１）対象とする原子力施設 
前提とする原子力災害の想定は、福井県嶺南地域に立地する次の原子力施設での事故災害とする。 

 
＜福井県嶺南地域に立地する原子力施設＞ 

事業者名 施設名 所在地 設備番号 炉型 

関西電力株式会社 

美浜発電所 福井県美浜町丹生 
１号 

加圧水型軽水炉
（ＰＷＲ） 

２号 同上 
３号 同上 

高浜発電所 福井県高浜町田ノ浦 

１号 
加圧水型軽水炉
（ＰＷＲ） 

２号 同上 
３号 同上 
４号 同上 

大飯発電所 福井県おおい町大島 

１号 
加圧水型軽水炉
（ＰＷＲ） 

２号 同上 
３号 同上 
４号 同上 

日本原子力発電株
式会社 

敦賀発電所 福井県敦賀市明神町 
１号 

沸騰水型軽水炉
（ＢＷＲ） 

２号 
加圧水型軽水炉
（ＰＷＲ） 

国立研究開発法人
日本原子力研究開
発機構 

高速増殖炉もんじゅ 福井県敦賀市白木 － 
高速増殖炉（ＦＢ
Ｒ） 

新型転換炉原型炉ふ
げん 

福井県敦賀市明神町 － 
新型転換炉（ＡＴ
Ｒ） 

 

２）災害の想定 

原子力災害については、どの施設で事故が発生するか、どの程度の放射性物質が環境中に放出さ

れるか、放出された放射性物質が事故時の気象条件や地形の影響でどの範囲に拡散するか等、様々

な場合が考えられるため、事前の想定が困難である。このため、原子力災害対策指針では、１の原

子力施設から概ね５㎞圏をＰＡＺ（予防的防護措置を準備する区域）、概ね30km圏をＵＰＺ（緊急防

護措置を準備する区域）と定め、事前の対策を講じておくこととしている。 
 
（２）避難対象地域 

１）避難対象地域とその人口 

関西圏域全体で被災住民の受入体制を整備するに当たり、関西広域連合ではカウンターパート方式

により支援することとし、カウンターパートを設定している。 

大阪府は、カウンターパートである滋賀県が、滋賀県地域防災計画（原子力災害対策編）でＵＰＺ

と定める長浜市及び高島市（以下「関係周辺市」という。）の住民の広域避難を受け入れるものとし、

受入体制を整備する。 
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なお、事故災害時には国の避難指示において避難区域が定められ、府は関係周辺市内の当該区域住

民の広域避難を受け入れる。 

  〈関西圏における避難対象地域とその人口〉         

府県名 市町名 
避難対象人口 

(概数) 
カウンターパート設定 

福井県 

（５市町） 

敦賀市 64,548 人 兵庫県、奈良県 
小浜市 28,814 人 

高浜町 10,132 人 

おおい町 8,143 人 

若狭町 14,338 人 

計 125,975 人 

滋賀県 

（２市） 

長浜市 24,436 人 大阪府・和歌山県 
（必要に応じ、三重県、奈良県に協力を求める。） 高島市 27,354 人 

計 51,790 人 

京都府 

（７市町） 

福知山市 426 人 兵庫県・徳島県 
（必要に応じ、鳥取県に協力を求める。） 舞鶴市 79,743 人 

綾部市 7,717 人 

宮津市 17,185 人 

南丹市 3,351 人 

京丹波町 2,740 人 

伊根町 1,370 人 

計 112,532 人 

３府県（14市町）計 290,297 人  

２ 門真市における広域避難の受入れ 
 
（１）滋賀県からの要請 

滋賀県は、緊急時に県内での避難が困難と判断した場合には、災害の状況や緊急時モニタリング結

果等について総合的に判断し、関西方面に避難する必要があると判断した場合、大阪府に対して避難

の受入れを要請する。 

（２）門真市の受入れ 

滋賀県から広域避難の受入れの要請があったときは、次のとおり受け入れる。 
 
  〈避難元《滋賀県》・避難先《門真市》マッチング割当〉  

滋賀県 

避難元市 

マッチング割当 避難先 

避難元地域（自治会区） 地域 市町村 

高島市 
旧今津町  

藺生区,梅原区,下弘部区,梅原団地自治会,大床区 
北河内 門真市 
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３ 広域避難の流れ 

 
（出典：高島市原子力災害住民避難計画） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

避難中継所 

（圏外の公共施設） 
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４ 原子力発電所（近畿圏内）の位置図について 

（出典：関西防災・減災プラン［原子力災害対策編］、平成 25年６月） 
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５ 関西広域連合における原子力災害対応の概要について 

（出典：関西防災・減災プラン［原子力災害対策編］、平成 31年３月） 

○災害への備え 

・情報の収集・連絡体制等の整備 

・災害応急体制の整備 

・モニタリング体制の整備 

・原子力災害医療体制の整備 

・安定ヨウ素剤の予防服用体制の整備 

・飲食物の出荷制限、摂取制限 

・水道水の摂取制限 

・住民等への的確な情報伝達体制の整備 

・自助・共助の取組の推進 

・住民等に対する知識の普及啓発 

・防災訓練への参加等 

○災害への対応 

【初期対応段階】 

 ・活動体制の確立 

・屋内退避、避難収容等の防護活動  

・広域避難の調整  

・飲食物の出荷制限、摂取制限 

・水質汚染対策 

・原子力災害医療 

・住民等への的確な情報伝達 
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【復旧段階】 

・モニタリング情報の共有・発信（継続）  

・被災者の生活支援  

・風評被害等の影響の軽減  

・放射性物質による環境汚染への対応  

・原子力損害賠償  
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■「ＥＡＬ」、「緊急事態区分」、「ＯＩＬ」について 

（出典：京都府原子力防災のしおり、平成 26年３月） 

 
 

 

 

 

【資料11－７ 一時滞在施設一覧表】 

 

   （総務部危機管理課調べ、令和４年２月）

 
施 設 名 所 在 地 電話番号 

 

  

 

 

 

 

 

ルミエールホール 

（市民文化会館） 

 

末広町29-1 06-6908-5300 
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【資料12－１ 災害相互応援協定一覧表】 

（令和６年１月現在、締結順） 

応援協定名 締結年月日 協定先 

災害相互応援協定 平成８年３月28日 
枚方市、寝屋川市、守口市、大東市、

交野市、四條畷市 

門真市地域防災無線局の設置運用

に関する協定 
平成13年３月15日 

大阪ガス（株）北東部事業本部保安

指令センター 

門真市地域防災無線局の設置運用

に関する協定 
平成13年３月15日 守口市門真市消防組合 

門真市地域防災無線局の設置運用

に関する協定 
平成13年３月15日 京阪バス（株）門真支所 

門真市地域防災無線局の設置運用

に関する協定 
平成13年３月15日 京阪電気鉄道（株）守口管区駅 

門真市地域防災無線局の設置運用

に関する協定 
平成13年３月15日 

関西電力送配電（株）守口配電営業

所 

門真市地域防災無線局の設置運用

に関する協定 
平成13年３月15日 （社）門真市医師会 

門真市地域防災無線局の設置運用

に関する協定 
平成13年３月15日 門真警察署 

門真市地域防災無線局の設置運用

に関する協定 
平成13年３月15日 西日本電信電話（株）関西支店 

災害時における相互協力に関する

協定 
平成13年４月１日 門真市内郵便局 

一般廃棄物処理（ごみ処理）に係

る相互応援協定書 
平成20年３月３日 

守口市、枚方市、寝屋川市、大東市、 

東大阪市、四條畷市、交野市、東大

阪都市清掃施設組合、四條畷市交野

市清掃施設組合、北河内４市リサイ

クル施設組合 

災害用備蓄物資保管場所の使用に

関する協定 
平成24年12月１日 西日本電信電話（株）関西支店 

災害時の緊急放送における協定 平成25年７月17日 

（株）ジェイコムウエスト 

委託先：（株）ジュピターテレコム 

関西メディアセンター 

災害時における施設の一時使用に

関する協定 
平成25年11月１日 パナソニック（株） 

災害時等の応援に関する申し合わ

せ（ＴＥＣ-ＦＯＲＣＥ） 
平成27年２月６日 国土交通省近畿地方整備局 
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応援協定名 締結年月日 協定先 

災害時における家庭系一般廃棄物

の収集運搬に関する協定 
平成27年４月１日 （株）双葉化学商会 

災害時における家庭系一般廃棄物

の収集運搬に関する協定 
平成27年４月１日 辰巳環境開発（株） 

災害時における家庭系一般廃棄物

の収集運搬に関する協定 
平成27年４月１日 （株）住栄興業 

災害発生時における福祉避難所の

開設及び運営に関する協定 
平成27年６月23日 社会福祉法人イースト・ロード福祉会 

災害発生時における福祉避難所の

開設及び運営に関する協定 
平成27年６月23日 社会福祉法人三養福祉会 

災害発生時における福祉避難所の

開設及び運営に関する協定 
平成27年６月23日 社会福祉法人晋栄福祉会 

災害発生時における福祉避難所の

開設及び運営に関する協定 
平成27年６月23日 社会福祉法人スリーヴィレッジ 

災害発生時における福祉避難所の

開設及び運営に関する協定 
平成27年６月23日 社会福祉法人諭心会 

災害発生時における福祉避難所の

開設及び運営に関する協定 
平成27年６月23日 社会福祉法人ロータス福祉会 

災害時における物資供給等の協力

に関する協定 
平成27年８月18日 王子コンテナ―（株）大阪工場 

災害時等におけるＬＰガス等の供

給協力に関する協定 
平成27年12月７日 

一般社団法人大阪府ＬＰガス協会 

北東支部 

災害時における物資の自動車輸送

に関する協定 
平成28年８月22日 

一般社団法人大阪府トラック協会東

北支部 

災害時における生活物資の供給協

力及び施設の一時使用に関する協

定 

平成28年10月７日 株式会社コノミヤ 

災害時における応急復旧作業に関

する協定 
平成28年12月19日 門真市建設業協同組合 

災害時における生活物資の供給等

の協力に関する協定 
平成29年１月12日 株式会社アカカベ 

 

 

 

 



 

- 130 - 

応援協定名 締結年月日 協定先 

災害時における施設の一時使用に

関する協定 
平成29年６月１日 学校法人大阪国際大学 

災害発生時における福祉避難所の

開設及び運営に関する協定 
平成31年３月28日 社会福祉法人門真共生福祉会 

災害に係る情報発信等に関する協

定 
令和元年７月１日 ヤフー株式会社 

災害対応力強化に関する協力・連

携に関する協定 
令和元年９月30日 大阪ガス株式会社 

災害時における宿泊施設避難所の

開設及び運営に関する協定 
令和２年９月11日 株式会社門真パブリックホテル 

災害時におけるレンタル資機材の

提供に関する協定 
令和３年３月16日 西尾レントオール株式会社 

災害廃棄物等の処理に関する基本

協定 
令和３年３月22日 株式会社ダイカン 

災害廃棄物等の処理に関する基本

協定 
令和３年３月25日  大栄環境株式会社 

災害発生時における福祉避難所の

開設及び運営に関する協定 
令和３年３月25日 社会福祉法人治栄会 

災害時におけるレンタル資機材の

提供に関する協定 
令和４年３月23日 

日立建機日本株式会社 関西支社 

近畿中央支店 大阪東営業所 

災害時における無人航空機による

協力に関する協定 
令和４年７月11日 飯尾電設株式会社 

災害時等における燃料供給等に関

する協定 
令和４年12月22日 門真親油会 

災害時における支援協力に関する

協定 
令和５年１月17日 三井不動産株式会社 

災害時における行政告知放送の再

送信に関する協定 
令和５年２月10日 

株式会社ジェイコムウエスト北河内

局 

災害時における生活物資の供給等

に関する協定 
令和５年５月18日 

パナソニックホールディングス株式

会社 

災害時における被災者相談業務の

実施に関する協定 
令和５年７月３日 大阪司法書士会 

災害時における物資調達に関する

協定 
令和５年８月23日 

コストコホールセールジャパン株式

会社 

災害時等における相互応援協定 令和５年11月28日 兵庫県香美町 

災害時におけるキャンピングカー

の提供に関する協定書 
令和５年12月21日 

有限会社 ＣＡＲ ＳＨＯＰ ＡＳＳ

ＩＳＴ 
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災害時における生活物資の供給等

に関する協定 
令和６年８月21日 スギホールディングス株式会社 

災害時における生活物資の供給等

に関する協定 
令和６年９月30日 

イオンリテール株式会社近畿カンパ

ニー 
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【応急給水関連】（環境水道部）                       （令和７年３月現在、締結順） 

応援協定名 締結年月日 協定先 

災害発生時における日本水道協会

関西地方支部内の相互応援に関す

る協定 

平成９年７月10日 

関西地方支部、大阪府支部、京都府

支部、兵庫県支部、奈良県支部、滋

賀県支部、和歌山県支部 

守口市と門真市の相互応援給水に

関する協定  
平成13年３月31日 守口市（水道事業管理者） 

寝屋川市と門真市との相互応援給

水に関する協定 
平成13年６月27日 寝屋川市（水道事業管理者） 

大東市と門真市との相互応援給水

に関する協定 
平成14年６月28日 大東市（水道事業管理者） 

寝屋川市と門真市との相互応援給

水に関する協定 
平成16年１月７日 寝屋川市（水道事業管理者） 

大東市と門真市との相互応援給水

に関する協定 
平成18年10月５日 大東市（水道事業管理者） 

相互応援給水に関する協定 平成18年12月21日 
守口市（水道事業管理者職務代理者

水道局長） 

東部水道協議会 水道災害時相互応

援に関する協定 
平成22年１月21日 

東大阪市、枚方市、八尾市、寝屋川

市、守口市、大東市、交野市、四條

畷市 （各水道事業管理者） 

大阪市と門真市の相互応援給水に

関する協定 
平成23年12月１日 大阪市（水道局長） 

災害時における復旧支援協力に関

する協定 
令和６年４月５日 

公益社団法人日本下水道管路管理業

協会 

大阪府域の水道災害における情報

共有及び支援に関する協定 
令和６年４月26日 

大阪広域水道企業団、府下各市町村

（水道事業管理者等） 
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定
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市
）
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２ 地域防災無線局の設置運用 

 

No. 

協定締結者 

締結日 

甲 乙 

１ 門真市 

大阪ガス株式会社 

北東部事業本部保安司令センター 

平成13年３月15日 

２ 門真市 守口市門真市消防組合 平成13年３月15日 

３ 門真市 京阪バス株式会社門真支所 平成13年３月15日 

４ 門真市 

京阪電気鉄道株式会社 

守口管区駅 

平成13年３月15日 

５ 門真市 関西電力送配電株式会社守口配電営業所 平成13年３月15日 

６ 門真市 社団法人 門真市医師会 平成13年３月15日 

７ 門真市 門真警察署 平成13年３月15日 

８ 門真市 西日本電信電話株式会社関西支店 平成13年３月15日 
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○
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10 災害時における家庭系一般廃棄物の収集運搬 

 

No. 

協定締結者 

締結日 

甲 乙 

１ 門真市 有限会社脇田グループ 令和５年１月19日 

２ 門真市 株式会社 双葉化学商会 令和５年２月28日 

３ 門真市 玉木運送株式会社 令和６年２月１日 

４ 門真市 株式会社 住栄興業 令和６年３月22日 
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お
け

る
家

庭
系

一
般

廃
棄

物
の
収

集
運

搬
に

関
す

る
協

定
書

 

 

門
真

市
と

○
○
○

○
（

以
下

「
委

託
契

約
業

者
」

と
い

う
。

）
は

、
「

門
真

市
地

域
防

災
計

画
」

で
扱

う
災

害
（

以
下

「
災

害
」

と
い

う
。

）
が

発
生

し
た

場
合

に
お

い
て

、
家

庭
系

一
般

廃
棄

物
の

収
集

運
搬

業
務

（
以

下
「

協
定

業
務

」
と

い
う

。
）

に
関

し
、

次
の

と
お

り
協

定
を

締
結

す
る

。
 

 （
目

的
）

 

第
１

条
 

こ
の

協
定

は
、

災
害

発
生

時
に

お
け

る
家

庭
系

一
般

廃
棄

物
の

円
滑

な
収

集
運

搬
を

遂
行

す
る
た

め
、

門
真

市
と

委
託

契
約

業
者

間
に

お
け

る
協

定
業

務
に

関
す

る
基

本
的

事
項

を
定
め

、
も

っ
て

災
害

に
対

し
迅

速
か

つ
的

確
に

対
応

す
る

こ
と

を
目

的
と

す
る

。
 

（
協

力
の

要
請
）

 

第
２

条
 

門
真

市
は

、
市

内
に

お
い

て
災

害
が

発
生

し
た

場
合

は
、

委
託

契
約

業
者

に
対

し
、

門
真

市
地
域

防
災

計
画

に
基

づ
く

業
務

の
実

施
に

つ
い

て
協

力
を

要
請

す
る

も
の

と
す

る
。

 

（
定

義
）

 

第
３

条
 

こ
の

協
定

に
お

い
て

「
家

庭
系

一
般

廃
棄

物
」

と
は

、
一

般
世

帯
及

び
避

難
所

か
ら

排
出

さ
れ
る

一
般

廃
棄

物
の

う
ち

、
し

尿
等

を
除

く
も

の
を

い
い

、
災

害
に

よ
り

倒
壊

及
び

、
消
失

し
た

建
築

物
等

構
造

物
の

解
体

撤
去

に
伴

っ
て

発
生

す
る

も
の

を
除

く
も

の
と

す
る
。

 

（
協

力
要

請
の
手

続
き

）
 

第
４

条
 

門
真

市
は

、
第

２
条

の
規

定
に

よ
り

委
託

契
約

業
者

に
協

力
を

要
請

し
よ

う
と

す
る

と
き

は
、
次

に
掲

げ
る

事
項

を
書

面
（

様
式

第
１

号
）

に
よ

り
委

託
契

約
業

者
に

通
知

す
る

も
の
と

す
る

。
 

 
 

要
請

の
内
容

 

 
 

家
庭

系
一
般

廃
棄

物
の

収
集

・
運

搬
の

場
所

 

 
 

家
庭

系
一
般

廃
棄

物
の

搬
入

先
 

ひ
な
形

  
  

  
  

 

 
 

前
各

号
に

掲
げ

る
も

の
の

ほ
か

、
必

要
な

事
項

 

２
 

前
項

の
規

定
に

関
わ

ら
ず

、
門

真
市

は
、

緊
急

を
要

す
る

場
合

に
は

口
頭

に
よ

り
協

力
を

要
請

す
る

こ
と

が
で
き

る
。

こ
の

場
合

に
お

い
て

、
門

真
市

は
、

緊
急

を
要

す
る

事
情

が
止

ん
だ

と
き

は
、
速

や
か

に
要

請
し

た
内

容
を

記
載

し
た

書
面

を
委

託
契

約
業

者
に

交
付

し
な

け
れ

ば
な
ら

な
い

。
 

３
 

第
１

項
の

場
合

に
お

い
て

、
門

真
市

は
、

委
託

契
約

業
者

の
円

滑
な

協
力

が
得

ら
れ

る
よ

う
、

委
託

契
約

業
者
に

対
し

被
災

及
び

復
旧

の
状

況
等

必
要

な
情

報
を

提
供

す
る

も
の

と
す

る
。

 

（
協

定
業

務
の

実
施

）
 
 

第
５

条
 

委
託

契
約

業
者

は
、

門
真

市
か

ら
前

条
の

規
定

に
よ
る

要
請

が
あ

っ
た

と
き

は
、

必
要

な
人

員
、

車
両

を
調

達
し

、
門

真
市

に
報

告
す

る
と
と

も
に

、
門

真
市

の
指

示
に

従
い

、
当

該
業

務
を

実
施

す
る

も
の

と
す

る
。

 

２
 

前
項

の
場

合
に

お
い

て
、

委
託

契
約

業
者

は
次

に
掲

げ
る

事
項

を
遵

守
す

る
も

の
と

す
る

。
 

 
 

周
囲

の
生

活
環

境
を

損
な

わ
な

い
よ

う
十

分
に

配
慮

す
る

こ
と

。
 

 
 

家
庭

系
一

般
廃

棄
物

以
外

の
異

物
の

混
入

防
止

に
努

め
る

こ
と

。
 

 
 

門
真

市
又

は
第

三
者

に
損

害
を

及
ぼ

す
こ

と
の

な
い

よ
う

特
段

の
注

意
を

は
ら

う

こ
と

。
 

（
実

施
の

報
告

）
 

 

第
６

条
 

委
託

契
約

業
者

は
、

前
条

第
１

項
の

規
定

に
よ

る
業

務
が

完
了

し
た

と
き

は
、

次
に

掲
げ

る
事

項
を

書
面
（

様
式

第
２

号
）
に

よ
り

門
真

市
に

報
告

す
る

も
の

と
す

る
。

 

 
 

 
協

定
業

務
に

従
事

し
た

人
員

、
車

両
及

び
時

間
 

 
 

 
協

定
業

務
に

お
け

る
搬

入
先

ご
と

の
量

 

 
 

協
定

業
務

に
従

事
し

た
期

間
 

 
 

 
そ

の
他

必
要

な
事

項
 

（
事

故
の

報
告

）
 

 

第
７

条
 

委
託

契
約

業
者

は
、

協
定

業
務

に
従

事
し

た
者

が
死

亡
、

負
傷

、
疾

病
又

は
障

害
の

状
態

と
な

っ
た

場
合
は

速
や

か
に

門
真

市
対

し
事

故
報

告
書

（
様

式
第

３
号

）
に
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よ
り

報
告

す
る
も

の
と

す
る

。
 

（
災

害
補

償
）

 

第
８

条
 

前
条

の
規

定
に

よ
り

、
協

定
業
務

に
従

事
し

た
者

が
、
そ

の
た

め
死

亡
、
負

傷
、

疾
病

、
又

は
障

害
の

状
態

と
な

っ
た

と
き

の
そ

の
者

又
は

、
そ

の
者

の
遺

族
に

対
す

る

災
害

補
償

に
つ

い
て

は
、

委
託

契
約

業
者

の
加

入
す

る
労

働
者

災
害

保
障

保
険

法
（

昭

和
2
2
年

法
律

第
50

号
）

の
補

償
給

付
に

よ
る

も
の

と
す

る
。

 

（
費

用
の

負
担
）

 

第
９

条
 

当
該

年
度

に
締

結
し

て
い

る
一

般
廃

棄
物

収
集

運
搬

業
務

委
託

契
約
（

以
下
「
契

約
」

と
い

う
。
）

に
基

づ
く

、
人

員
、

収
集

時
間

、
車

両
台

数
を

越
え

な
い

範
囲

で
の

協
定

業
務

の
実
施

に
つ

い
て

は
無

償
と

す
る

。
た

だ
し

、
協

定
業

務
の

遂
行

に
関

し
、

大
幅

な
収

集
量
の

増
や

特
殊

機
材

等
の

調
達

等
契

約
の

範
囲

外
で

要
し

た
費

用
の

負
担

に
つ

い
て

は
、
門

真
市

、
委

託
契

約
業

者
協

議
の

上
決

定
す

る
も

の
と

す
る

。
 

（
相

互
の

連
絡
）

 
 

第
1
0
条

 
門

真
市

及
び

委
託

契
約

業
者

は
、

協
定

業
務

の
円

滑
な

実
施

の
た

め
、

そ
れ

ぞ

れ
の

組
織

内
に

担
当

部
署

又
は

担
当

者
を

定
め

、
互

い
に

そ
の

連
絡

先
を

通
知

す
る

も

の
と

す
る

。
連
絡

先
に

変
更

が
あ

っ
た

時
も

、
ま

た
同

様
と

す
る

。
 

（
有

効
期

間
）
 

 

第
1
1
条

 
本

協
定
は

、
協

定
締

結
の

日
か

ら
そ

の
効

力
を

有
す

る
も

の
と

し
、

門
真

市
又

は
委

託
契

約
業
者

が
文

書
に

よ
り

協
定

の
終

了
を

通
知

し
な

い
限

り
継

続
す

る
も

の
と

す
る

。
 

（
定

め
の

な
い
事

項
等

の
処

理
）

 
 

第
1
2
条

 
こ

の
協
定

に
定

め
の

な
い

事
項

及
び

疑
義

を
生

じ
た

場
合

は
、

門
真

市
委

託
契

約
業

者
記

名
押
印

の
上

各
自

１
通

を
保

有
す

る
。

 

 こ
の

協
定

の
締
結

を
証

す
る

た
め

本
協

定
書

２
通

を
作

成
し

、
門

真
市

、
委

託
契

約
業

者
記

名
押

印
の

上
各

自
１

通
を

保
有

す
る

。
 

  

  
  

  
  

 

 
 

年
 

 
月

 
 

日
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

門
真

市
 

 
 

 
 

 
 

 

   
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

委
託

契
約

業
者

 



 

- 152 - 

11 災害発生時における福祉避難所の開設及び運営 

 

No. 

協定締結者 

締結日 

甲 乙 

１ 門真市 社会福祉法人 イースト・ロード福祉会 平成27年６月３日 

２ 門真市 社会福祉法人 三養福祉会 平成27年６月３日 

３ 門真市 社会福祉法人 晋栄福祉会 平成27年６月３日 

４ 門真市 社会福祉法人 スリーヴィレッジ 平成27年６月３日 

５ 門真市 社会福祉法人 諭心会 平成27年６月３日 

６ 門真市 社会福祉法人 ロータス福祉会 平成27年６月３日 

７ 門真市 社会福祉法人 門真共生福祉会 平成31年３月28日 

８ 門真市 社会福祉法人 治栄会 令和３年４月１日 
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災
害

発
生

時
に

お
け

る
福

祉
避

難
所

の
開

設
及

び
運

営
に

関
す

る
協

定
書

 

 

門
真

市
（

以
下
「

甲
」

と
い

う
。

）
と

社
会

福
祉

法
人

○
○

○
○

（
以

下
「

乙
」

と
い

う
。

）
と

は
、

災
害

救
助

法
の

適
用

と
な

る
大

規
模

な
災

害
発

生
時

に
門

真
市

地
域

防
災

計
画

に
基

づ
く

避
難

所
（

一
時

的
な

避
難

所
）

が
開

設
さ

れ
た

場
合

に
お

い
て

、
甲

の
責

任
で

福
祉

避
難

所
（

二
次

的
な

避
難

所
）

の
開

設
及

び
運

営
す

る
に

あ
た

り
、

次
の

と
お

り
協

定
を

締
結

す
る

。
 

（
目

的
）

 

第
１

条
 

こ
の

協
定

は
、

避
難

所
で

の
生

活
に

お
い

て
特

別
の

配
慮

を
要

す
る

者
（

以
下

「
要

配
慮

者
」
と

い
う

。
）

を
乙

の
運

営
す

る
福

祉
施

設
内

に
避

難
さ

せ
る

こ
と

に
よ

り
、

要
配

慮
者
が

日
常

生
活

に
支

障
な

く
避

難
所

生
活

を
送

る
こ

と
が

で
き

る
こ

と
を

目
的

と
す

る
。

 

（
管

理
運

営
）

 

第
２

条
 

乙
は

、
福

祉
避

難
所

の
管

理
運

営
に

あ
っ

て
は

、
次

に
掲

げ
る

業
務

を
履

行
す

る
も

の
と

す
る
。

 

 
 

要
配

慮
者
へ

の
相

談
等

に
応

じ
る

相
談

員
等

の
配

置
及

び
福

祉
避

難
所

に
避

難
し

た
要

配
慮
者

の
日

常
生

活
上

の
支

援
 

 
 

要
配

慮
者

の
状

況
の

急
変

等
に

対
応

で
き

る
体

制
の

確
保

 

 
 

福
祉

避
難

所
の

管
理

運
営

に
係

る
実

績
報

告
及

び
費

用
に

係
る

毎
月

の
請

求
（

領
 

 

収
書

を
添

付
す
る

こ
と

。
）

 

（
管

理
運

営
の
期

間
）

 

第
３

条
 

乙
が

開
設

す
る

福
祉

避
難

所
の

管
理

運
営

の
期

間
は

、
災

害
発

生
時

に
門

真
市

地
域

防
災

計
画
に

基
づ

く
避

難
所

が
閉

鎖
す

る
ま

で
の

期
間

と
す

る
。

た
だ

し
、

特
段

の
事

情
の

あ
る
と

き
は

こ
の

限
り

で
な

い
。

 

（
費

用
の

支
払
い

）
 

第
４

条
 

甲
は

、
乙

に
対

し
、

福
祉

避
難

所
の

管
理

運
営

に
係

る
経

費
に

つ
い

て
、

災
害

救
助

法
等

関
連
法

令
等

の
定

め
に

よ
る

と
こ

ろ
に

よ
り

、
所

要
の

実
費

を
負

担
す

る
も

の
と

す
る

。
 

ひ
な

形

  
  

  
  

 

２
 

そ
の

他
必

要
な

経
費

の
負

担
に

つ
い

て
は

、
甲

、
乙

協
議

し
て

定
め

る
も

の
と

す
る

。
 

（
開

設
の

要
請

及
び

受
諾
）

 
 

第
５

条
 

甲
は

、
福

祉
避

難
所

の
開

設
が

必
要

と
判

断
し

た
と

き
は

、
乙

に
対

し
て

福
祉

避
難

所
の

開
設

を
要

請
す

る
も

の
と

す
る

。
 

２
 

乙
は

、
前

項
の

規
定

に
よ

り
要

請
が

あ
っ

た
と

き
は

、
事

態
の

重
要

性
を

考
慮

の
う

え
、

乙
の

運
営

し
て

い
る

施
設

等
の

状
況

に
応

じ
て

、
可
能

な
範

囲
で

受
諾

で
き

る
よ

う
努

め
る

も
の

と
す

る
。

 

（
要

配
慮

者
の

受
入

れ
手

続
き

）
 

 

第
６

条
 

甲
は

、
乙

に
対

し
て

、
次

に
掲

げ
る

事
項

を
記

載
し

た
書

面
で

も
っ

て
要

配
慮

者
の

受
入

れ
手

続
き

を
行
う

も
の

と
す

る
。

た
だ

し
、

緊
急

を
要

す
る

場
合

は
、

こ
の

限
り

で
は

な
い

。
 

 
 

 
要

配
慮

者
の

住
所

、
氏

名
、

生
年

月
日

、
年

齢
、

性
別

、
心

身
の

状
況

等
 

 
 

 
要

配
慮

者
の

身
元

引
受

人
又

は
親

族
の

住
所

、
氏

名
及

び
連

絡
先

等
 

 
 

受
入

れ
要

請
期

間
 

 
 

 
そ

の
他

、
避

難
所

生
活

を
過

ご
す

う
え

で
の

注
意

事
項

等
 

２
 

甲
は

、
当

該
要

配
慮

者
を

介
助

す
る

者
（

家
族

又
は

支
援

者
等

、
以

下
「

介
助

者
」

と
い

う
。

）
が

い
る

場
合
は

、
必

要
に

応
じ

て
そ

の
者

を
要

配
慮

者
と

と
も

に
受

入
れ

手
続

き
を

行
い

、
乙

は
そ
の

者
を

受
け

入
れ

る
も

の
と

す
る

。
 

（
要

配
慮

者
の

移
転

、
移
送

）
 

 

第
７

条
 

福
祉

避
難

所
へ

の
移

転
、
移

送
は

、
原

則
と

し
て

介
助

者
が

行
う

も
の

と
す

る
。

乙
は

、
可

能
な

範
囲

に
お
い

て
要

配
慮

者
の

移
転

、
移

送
に

つ
い

て
協

力
す

る
も

の
と

す
る

。
 

（
指

定
す

る
施

設
）

 

第
８

条
 

乙
が

運
営

す
る

施
設

の
う

ち
、

福
祉

避
難

所
と

し
て

指
定

す
る

施
設

は
、

別
表

の
と

お
り

と
す

る
。

ま
た

、
対

象
施

設
に

変
更

等
が

生
じ
た

場
合

又
は

新
た

に
対

象
と

な
る

施
設

の
追

加
を

要
す

る
場

合
は

、
速

や
か

に
甲

に
報
告

し
、

別
途

協
議

の
上

、
必

要
に

よ
り

別
表

を
変

更
す

る
も

の
と

す
る

。
 

（
物

資
の

調
達

）
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第
９

条
 

甲
は

、
第

５
条

に
お

い
て

福
祉

避
難

所
の

開
設

を
要

請
し

、
乙

が
受

託
し

た
と

き
は

、
甲

は
所

有
す

る
備

蓄
物

資
及

び
調

達
し

た
物
資

を
乙

に
支

給
す

る
も

の
と

す
る

。 

（
個

人
情

報
の
保

護
）

 
 

第
1
0
条

 
甲

、
乙

は
、

福
祉

避
難

所
の

管
理

運
営

に
当

た
り

業
務

上
知

り
得

た
要

配
慮

者

又
は

介
助

者
の
固

有
の

情
報

を
漏

ら
し

て
は

な
ら

な
い

。
 

２
 

前
項

に
規

定
す

る
個

人
情

報
の

取
扱

い
に

つ
い

て
は

、
別

記
「

個
人

情
報

取
扱

特
記

事
項

」
を

遵
守
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

（
権

利
義

務
の
譲

渡
等

の
制

限
）

 
 

第
1
1
条

 
乙

は
、
こ

の
協

定
に

よ
り

生
ず

る
権

利
又

は
義

務
を

第
三

者
に

譲
渡

し
、

若
し

く
は

継
承

さ
せ
、

又
は

そ
の

権
利

を
担

保
に

供
し

て
は

な
ら

な
い

。
 

（
関

係
書

類
の
保

管
）

 
 

第
1
2
条

 
乙

は
、
こ

の
協

定
に

関
す

る
書

類
等

を
事

業
所

に
整

備
す

る
ほ

か
、

次
に

掲
げ

る
記

録
を

事
業
実

施
後

５
年

間
保

管
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

 
 

要
配

慮
者

の
氏

名
、

滞
在

期
間

等
 

 
 

要
配

慮
者

に
提

供
し

た
食

事
や

物
資

の
数

量
、

価
格

等
 

 
 

そ
の

他
乙

が
直

接
支

払
を

行
っ

た
も

の
に

要
し

た
費

用
 

（
協

定
の

解
除
）

 
 

第
1
3
条

 
甲

又
は
乙

は
、

こ
の

協
定

を
解

除
し

よ
う

と
す

る
と

き
は

、
３

箇
月

前
に

文
書

で
相

手
方

に
通
知

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

２
 

甲
は

、
乙

が
こ

の
協

定
に

基
づ

く
目

的
を

達
成

す
る

こ
と

が
で

き
な

い
と

認
め

る
と

き
は

、
こ

れ
を
解

除
で

き
る

も
の

と
す

る
。

 

３
 

乙
は

、
こ

の
協

定
に

基
づ

く
目

標
を

達
成

す
る

こ
と

が
で

き
な

い
状

況
と

な
っ

た
際

は
、

甲
に

協
定
解

除
の

申
し

出
を

し
、

甲
の

承
諾

を
得

る
こ

と
と

す
る

。
 

（
協

定
締

結
期
間

）
 

 

第
1
4
条

 
こ

の
協
定

の
締

結
期

間
は

協
定

締
結

後
１

年
間

と
す

る
。

た
だ

し
、

期
間

満
了

の
２

箇
月

前
ま
で

に
甲

、
乙

い
ず

れ
か

か
ら

書
面

に
よ

り
更

新
し

な
い

旨
の

申
し

立
て

が
な

い
限

り
、
毎

年
自

動
更

新
さ

れ
る

も
の

と
す

る
。

 

（
協

定
の

変
更
）

 
 

  
  

  
  

 

第
1
5
条

 
甲

又
は

乙
は

、
こ

の
協

定
を

変
更

し
よ

う
と

す
る

と
き

は
、

甲
又

は
乙

の
申

出

に
よ

り
、

甲
、

乙
協

議
し
て

行
う

も
の

と
す

る
。

 

（
協

議
）

 

第
1
6
条

 
こ

の
協

定
に

定
め

る
事

項
及

び
そ

の
他

業
務

上
必

要
な

事
項

に
つ

い
て

疑
義

が

生
じ

た
場

合
は

、
甲

、
乙
協

議
し

て
定

め
る

も
の

と
す

る
。

 

 こ
の

協
定

の
締

結
を

証
す
る

た
め

、
本

書
２

通
を

作
成

し
、

甲
、

乙
記

名
押

印
の

上
、

各
１

通
を

保
有

す
る

も
の

と
す

る
。

 

 

 
 

年
 

 
月

 
 

日
 

（
甲

）
所

  
在

 
 
地

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
名

 
 

 
 

称
 

 
 

代
表

者
職

氏
名

 
 

 

 

（
乙

）
所

 
 
在

 
 
地

 
 

 

名
 

 
 

 
称

 
 

 

代
表

者
職

氏
名
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別
表

（
第

８
条

関
係

）
 

福
祉

避
難

所
 
指

定
施

設
 

法
人

名
 

  

代
表

者
名

 
 

施
設

名
称

 
 

 
所

在
地

 
 

施
設

種
別

 
 

受
入

れ
対

象
 

 

 

施
設

名
称

 
 

 
所

在
地

 
 

施
設

種
別

 
 

受
入

れ
対

象
 

 

 

施
設

名
称

 
 

 
所

在
地

 
 

施
設

種
別

 
 

受
入

れ
対

象
 

 

 

施
設

名
称

 
 

 
所

在
地

 
 

施
設

種
別

 
 

受
入

れ
対

象
 

 

 

   

  
  

  
  

 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
年

 
 

月
 

 
日

 

 

 
 
 

 
 

様
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

門
真
市

長
 

 

要
配

慮
者

の
受

入
れ

要
請

に
つ

い
て

 

 

 
災

害
発

生
時

に
お

け
る

福
祉

避
難

所
の

開
設

及
び

運
営

に
関

す
る

協
定

書
第

６
条

の

規
定

に
よ

り
、

下
記

の
と

お
り

要
配

慮
者

の
受

入
れ

を
要

請
し

ま
す

。
 

 

記
 

 
要

配
慮

者
 

 
 

住
 

所
 

 

ふ
り

が
な

 
氏

 
名

 
 

性
 

別
 

 

生
年

月
日

 
 

 
 

 
 

年
 

 
 

月
 

 
 

日
 生

 
（

 
 

 
 

歳
）

 

心
身

の
 

状
況

等
 

  

要
配

慮
者

の
介

助
者

（
身
元

引
受

人
又

は
親

族
）

 

住
 

所
 

 

氏
 

名
 

 
連

絡
先

 
 

続
柄

・
関

係
 

 

 
要

請
す

る
期

間
 

 
 

 

 
そ

の
他

 注
意

事
項

 

   

 



 

- 156 - 

  

 

 

12
 
災
害
発
生
時
に
お
け
る
段
ボ
ー
ル
製
品
の
調
達

 

（
王
子
コ
ン
テ
ナ
ー
株
式
会
社
大
阪
工
場
）

 



 

- 157 - 

 



 

- 158 - 

 
13
 
災
害
時
等
に
お
け
る
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
等
の
供
給
協
力
（
（
一
）
大
阪
府
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
協
会
）

 



 

- 159 - 

 



 

- 160 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14
 
災
害
時
に
お
け
る
物
資
の
自
動
車
輸
送
（
（
一
）
大
阪
府
ト
ラ
ッ
ク
協
会
東
北
支
部
）

 



 

- 161 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15
 
災
害
時
に
お
け
る
生
活
物
資
の
供
給
許
力
及
び
施
設
の
一
時
使
用
（
株
式
会
社
コ
ノ
ミ
ヤ
）

 



 

- 162 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 163 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 164 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 16
 
災
害
時
に
お
け
る
応
急
復
旧
作
業
（
門
真
市
建
設
業
協
同
組
合
）

 



 

- 165 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 166 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17
 
災
害
時
に
お
け
る
生
活
物
資
の
供
給
等
の
協
力
（
株
式
会
社
ア
カ
カ
ベ
）

 



 

- 167 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 168 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18
 
災
害
時
に
お
け
る
施
設
の
一
時
使
用
（
学
校
法
人
大
阪
国
際
学
園
）

 



 

- 169 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 170 - 

19
 
災
害
時
に
お
け
る
宿
泊
避
難
所
の
開
設
及
び
運
営
（
株
式
会
社
門
真
パ
ブ
リ
ッ
ク
ホ
テ
ル
）

 



 

- 171 - 

 



 

- 172 - 

 
20

災
害
時
に
お
け
る
レ
ン
タ
ル
資
機
材
の
提
供
（
西
尾
レ
ン
ト
オ
ー
ル
株
式
会
社
）

 



 

- 173 - 

 



 

- 174 - 

    
21

災
害
時
に
お
け
る
レ
ン
タ
ル
資
機
材
の
提
供
（
日
立
建
機
日
本
株
式
会
社
 
関
西
支
社
 
近
畿
中
央
支
店
 
大
阪
東
営
業
所
）

 



 

- 175 - 

  



 

- 176 - 

 



 

- 177 - 

22
災
害
時
に
お
け
る
無
人
航
空
機
に
よ
る
協
力
（
飯
尾
電
設
株
式
会
社
）

 



 

- 178 - 



 

- 179 - 

23
災
害
時
等
に
お
け
る
燃
料
供
給
等
（
門
真
親
油
会
）

 



 

- 180 - 

24
災
害
時
等
に
お
け
る
支
援
協
力
（
三
井
不
動
産
）

 



 

- 181 - 

25
災
害
時
に
お
け
る
行
政
告
知
放
送
の
再
送
信
（
ジ
ェ
イ
コ
ム
ウ
エ
ス
ト
北
河
内
局
）

 



 

- 182 - 

26
災
害
時
に
お
け
る
生
活
物
資
の
供
給
等
（
パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
）

 



 

- 183 - 

27
災
害
時
に
お
け
る
被
災
者
相
談
業
務
（
大
阪
司
法
書
士
会
）

 



 

- 184 - 



 

- 185 - 

28
災
害
時
に
お
け
る
物
資
調
達
（
コ
ス
ト
コ
ホ
ー
ル
セ
ー
ル
）

 



 

- 186 - 



 

- 187 - 

 



 

- 188 - 

 

 

３
 

自
主

的
な

応
援

を
開

始
し

た
場

合
は

、
応

援
の

内
容

等
に

つ
い

て
応

援
を

受
け

る
協

定
市

町
に

連
絡

す
る

も
の

と
す

る
。

 

４
 

応
援

の
要

請
を

受
け

た
協

定
市

町
が

応
援

を
実

施
で

き
な

い
場

合
に

は
、

当
該

要
請

を
し

た
協

定
市

町
に

速
や

か
に

そ
の

旨
を

連
絡

し
な

け
れ

ば
な

ら

な
い

。
 

５
 

応
援

要
請

等
に

よ
り

応
援

出
動

し
た

協
定

市
町

は
、

応
援

を
受

け
た

協
定

市
町

に
対

し
、
応

援
活

動
終

了
後

、
速

や
か

に
実

績
報

告
書
（

別
記

様
式

第
３

号
）

に
よ

り
報

告
す

る
も

の
と

す
る

。
 

  
（

指
揮

権
）

 

第
５

条
 

応
援

を
行

う
協

定
市

町
の

職
員

が
応

援
に

従
事

す
る

と
き

は
、

応
援

を
受

け
る

協
定

市
町

の
災

害
対

策
本

部
長

の
指

揮
に

従
い

行
動

す
る

も
の

と

す
る

。
 

  
（

応
援

経
費

の
負

担
）

 

第
６

条
 

応
援

に
要

す
る

経
費

は
、

法
令

そ
の

他
特

別
に

定
め

が
あ

る
場

合
を

除
く

ほ
か

、
原

則
と

し
て

応
援

を
受

け
る

協
定

市
町

の
負

担
と

す
る

。
 

２
 

自
主

的
な

判
断

に
基

づ
い

て
行

わ
れ

た
応

援
に

係
る

経
費

に
つ

い
て

は
、

法
令

そ
の

他
特

別
に

定
め

が
あ

る
場

合
を

除
く

ほ
か

、
応

援
を

行
う

協
定

市

町
が

負
担

す
る

も
の

と
す

る
。

 

３
 

前
２

項
の

規
定

に
よ

り
が

た
い

と
き

は
、

そ
の

都
度

協
定

市
町

が
協

議
の

上
定

め
る

も
の

と
す

る
。

 

  
（

災
害

補
償

等
）

 

第
７

条
 

応
援

に
派

遣
し

た
職

員
が

、
業

務
執

行
中

に
負

傷
し

、
疾

病
に

か
か

り
、

若
し

く
は

死
亡

し
た

場
合

又
は

負
傷

若
し

く
は

疾
病

の
治

癒
後

に
お

い
て

も

障
害

を
有

す
る

に
至

っ
た

場
合

に
お

け
る

本
人

又
は

そ
の

遺
族

に
対

す
る

賠

償
の

責
務

は
、

応
援

を
行

う
協

定
市

町
が

負
う

も
の

と
す

る
。

 

２
 

応
援

に
派

遣
し

た
職

員
が

、
業

務
執

行
中

に
第

三
者

に
損

害
を

与
え

た
場

合
は

、
そ

の
損

害
が

応
援

を
受

け
る

協
定

市
町

と
の

往
復

途
中

に
お

い
て

生

じ
た

も
の

を
除

き
、

応
援

を
受

け
る

協
定

市
町

が
そ

の
損

害
の

責
務

を
負

う

も
の

と
す

る
。

 

  
（

平
常

時
に

お
け

る
活

動
等

）
 

第
８

条
 

協
定

市
町

は
、
こ

の
協

定
に

基
づ

く
応

援
が

円
滑

に
行

わ
れ

る
よ

う
、

相
互

に
地

域
防

災
計

画
そ

の
他

必
要

な
資

料
を

交
換

す
る

と
と

も
に

、
災

害

対
策

に
つ

い
て

研
究

す
る

も
の

と
す

る
。

 

29
災
害
時
に
お
け
る
相
互
応
援
協
定
（
兵
庫
県
香
美
町
）
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30
災
害
時
に
お
け
る
キ
ャ
ン
ピ
ン
グ
カ
ー
の
提
供
（
Ｃ
Ａ
Ｒ
 
Ｓ
Ｈ
Ｏ
Ｐ
 
Ａ
Ｓ
Ｓ
Ｉ
Ｓ
Ｔ
）
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 31
 
災
害
時
に
お
け
る
生
活
物
資
の
供
給
等
に
関
す
る
協
定
（
ス
ギ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
）
 

災
害
時
に
お
け
る
生
活
物
資
の
供
給
等
に
関
す
る
協
定
書
 

  
門
真
市
（
以
下
「
甲
」
と
い
う
。
）
と
ス
ギ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
株
式
会
社
（
以
下
「
乙
」
と
い

う
。
）
は
、
災
害
時
に
お
け
る
生
活
物
資
の
供
給
等
の
協
力
に
関
し
、
次
の
と
お
り
協
定
の
調
達
協

力
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
協
定
す
る
。
 

 
（
趣
旨
）
 

第
１
条
 
こ
の
協
定
は
、
門
真
市
に
お
い
て
災
害
対
策
基
本
法
（
昭
和
３
６
年
法
律
第
２
２
３
号
）

第
２
条
第
１
項
に
規
定
す
る
災
害
（
以
下
「
災
害
」
と
い
う
。
）
が
発
生
し
た
場
合
、
又
は
発
生

す
る
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
甲
が
乙
の
協
力
を
得
て
行
う
物
資
の
調
達
を
円
滑
に
実
施

す
る
た
め
、
必
要
な
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。
 

 
（
協
力
要
請
）
 

第
２
条
 
甲
は
、
災
害
時
に
お
け
る
応
急
措
置
の
た
め
、
物
資
を
調
達
す
る
必
要
が
あ
る
と
認
め
る

と
き
は
、
乙
に
対
し
物
資
調
達
に
関
す
る
物
資
要
請
書
（
別
記
様
式
第
１
号
）
に
よ
り
要
請
す
る

こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
緊
急
を
要
す
る
と
き
は
、
口
頭
を
も
っ
て
申
し
出
を
行
い
、
後
日
速

や
か
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。
 

 
（
調
達
物
資
の
範
囲
）
 

第
３
条
 
甲
が
乙
に
要
請
す
る
物
資
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
う
ち
、
乙
が
可
能
な
限
り
協

力
す
る
も
の
と
す
る
。
 

（
１
）
 
別
表
に
掲
げ
る
物
資
 

（
２
）
 
そ
の
他
甲
が
必
要
と
し
、
乙
が
調
達
可
能
な
物
資
 

 
（
協
力
の
実
施
）
 

第
４
条
 
乙
は
、
甲
か
ら
協
力
要
請
を
受
け
た
と
き
は
、
特
別
の
理
由
が
な
い
限
り
、
そ
の
要
請
事

項
を
速
や
か
に
実
施
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
実
施
の
状
況
を
甲
に
連
絡
す
る
も
の
と
す
る
。

 

た
だ
し
、
乙
が
被
災
し
た
場
合
は
こ
の
限
り
で
は
な
い
。

 

２
 
乙
は
、
前
項
の
要
請
に
応
じ
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
は
、
そ
の
旨
を
甲
に
連
絡
す
る
と
と
も
に
、

今
後
の
調
達
見
通
し
を
連
絡
す
る
も
の
と
す
る
。

 

 
（
物
資
の
引
渡
し
）
 

第
５
条
 
物
資
の
引
渡
し
は
、
次
の
２
号
ま
た
は
３
号
に
よ
る
も
の
と
し
、
甲
乙
協
議
の
う
え
決
定

す
る
も
の
と
す
る
。
 

２
 
物
資
の
引
渡
し
場
所
は
、
甲
乙
協
議
の
う
え
決
定
す
る
も
の
と
し
、
甲
は
当
該
場
所
に
職
員
を

派
遣
し
、
こ
れ
を
引
取
る
も
の
と
す
る
。
 

３
 
物
資
の
運
搬
は
、
甲
の
指
定
す
る
場
所
に
、
乙
に
お
い
て
搬
送
す
る
も
の
と
し
、
甲
は
職
員
を

派
遣
し
、
こ
れ
を
引
き
取
る
も
の
と
す
る
。
 

４
 
乙
は
、
物
資
を
引
渡
す
際
に
、
納
品
書
等
を
甲
に
提
出
し
、
甲
は
、
納
品
書
等
に
基
づ
き
数
量

等
の
確
認
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 

 
（
費
用
の
負
担
）
 

第
６
条
 
物
資
の
調
達
に
要
す
る
費
用
は
、
甲
が
負
担
す
る
も
の
と
す
る
。
 

２
 
物
資
の
価
格
は
、
災
害
発
生
前
の
価
格
を
基
準
と
し
、
甲
乙
協
議
の
う
え
決
定
す
る
も
の
と
す

る
。
 

（
代
金
等
の
請
求
及
び
支
払
）
 

第
７
条
 
乙
は
、
物
資
の
提
供
後
、
前
条
第
２
項
で
決
定
し
た
価
格
に
基
づ
き
、
納
品
書
及
び
請
求

書
に
よ
り
代
金
を
甲
に
請
求
す
る
も
の
と
す
る
。
 

２
 
甲
は
、
乙
か
ら
前
項
の
請
求
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
災
害
発
生
に
よ
る
混
乱
が
沈
静
化
し
た
後
、

速
や
か
に
代
金
を
支
払
う
も
の
と
す
る
。
 

（
連
絡
体
制
）
 

第
８
条
 
こ
の
協
定
を
円
滑
に
運
用
す
る
た
め
に
、
甲
乙
双
方
の
連
絡
先
（
別
記
様
式
第
２
号
）
を
 

 
定
め
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
期
間
の
途
中
に
お
い
て
内
容
の
変
更
が
生
じ
た
場
合
は
速
や
か
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

に
報
告
す
る
も
の
と
す
る
。
 

（
情
報
交
換
）
 

第
９
条
 
こ
の
協
定
の
運
用
が
円
滑
に
行
わ
れ
る
よ
う
、
適
宜
甲
及
び
乙
が
相
互
に
情
報
交
換
す
る

と
と
も
に
、
必
要
に
応
じ
資
料
の
提
供
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 

（
訓
練
の
参
加
）
 

第
10
条
 
乙
は
、
こ
の
協
定
に
よ
る
協
力
活
動
が
円
滑
に
行
わ
れ
る
よ
う
、
甲
が
行
う
訓
練
に
必
要

に
応
じ
て
参
加
す
る
も
の
と
す
る
。
 

（
協
定
期
間
）
 

第
11

条
 
こ
の
協
定
は
、
協
定
締
結
の
日
か
ら
そ
の
効
力
を
発
す
る
も
の
と
し
、
甲
又
は
乙
の
い

ず
れ
か
が
文
書
を
も
っ
て
協
定
の
終
了
の
通
知
を
相
手
方
に
し
な
い
限
り
、
そ
の
効
力
が
継
続
す

る
も
の
と
す
る
。
 

 
（
事
業
所
運
営
）
 

第
12

条
 
こ
の
協
定
に
基
づ
く
甲
の
物
資
調
達
の
要
請
に
関
し
て
は
、
い
か
な
る
場
合
で
も
乙
の

事
業
所
運
営
を
妨
げ
る
も
の
で
は
な
い
。
 

 
（
協
議
事
項
）
 

第
13

条
 
こ
の
協
定
に
定
め
の
な
い
事
項
又
は
こ
の
協
定
に
疑
義
が
生
じ
た
事
項
に
つ
い
て
は
、

甲
乙
協
議
の
う
え
決
定
す
る
。
 

  
こ
の
協
定
の
締
結
の
証
と
し
て
、
本
書
２
通
を
作
成
し
、
甲
乙
記
名
押
印
の
う
え
、
各
自
１
通
を
 

保
管
す
る
も
の
と
す
る
。
 

 

令
和
 
６
 
年
 
８
 
月
 
21
 
日
 

 

甲
 
大
阪
府
門
真
市
中
町
１
番
１
号
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
門
真
市
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
門
真
市
長
 
宮
本
 
一
孝
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

㊞
 

 

乙
 
愛
知
県
大
府
市
横
根
町
新
江
６
２
番
地
１
 

ス
ギ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
株
式
会
社
 

代
表
取
締
役
社
長
 
 
杉
浦
 
克
典
 
 
 
 
 
 

㊞
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災
害
時
に
お
け
る
生
活
物
資
の
供
給
等
に
関
す
る
協
定
書
 

  
 
門
真
市
（
以
下
「
甲
」
と
い
う
。
）
と
イ
オ
ン
リ
テ
ー
ル
株
式
会
社
近
畿
カ
ン
パ
ニ
ー
（
以
下

「
乙
」
と
い
う
。
）
は
、
災
害
時
に
お
け
る
生
活
物
資
の
供
給
等
の
協
力
に
関
し
、
次
の
と
お
り
協
 

定
す
る
。
 

 

（
目
的
）
 

第
１
条
 
こ
の
協
定
は
、
地
震
等
に
よ
る
大
規
模
な
災
害
が
発
生
し
、
ま
た
は
発
生
す
る
恐
れ
が
あ

る
場
合
（
以
下
「
災
害
」
と
い
う
。
）
に
、
甲
及
び
乙
が
相
互
に
協
力
し
、
被
災
者
に
迅
速
か
つ

円
滑
に
生
活
物
資
（
以
下
「
物
資
」
と
い
う
。
）
を
供
給
及
び
運
搬
で
き
る
よ
う
必
要
な
事
項
を

定
め
る
も
の
と
す
る
。
 

 
（
協
力
要
請
）
 

第
２
条
 
甲
は
災
害
時
に
お
け
る
応
急
処
置
の
た
め
、
物
資
を
調
達
す
る
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と

き
は
、
乙
に
対
し
物
資
の
供
給
を
出
荷
要
請
書
（
別
記
様
式
第
１
号
）
に
よ
り
要
請
す
る
こ
と
が

で
き
る
。
た
だ
し
、
緊
急
を
要
す
る
と
き
は
、
口
頭
で
も
っ
て
申
し
出
を
行
い
、
後
日
速
や
か
に

通
知
す
る
も
の
と
す
る
。
 

（
協
力
の
実
施
）
 

第
３
条
 
乙
は
、
甲
か
ら
前
条
の
要
請
を
受
け
た
と
き
は
、
物
資
の
供
給
に
つ
い
て
可
能
な
限
り
協

力
す
る
も
の
と
す
る
。
 

 
（
物
資
の
範
囲
）
 

第
４
条
 
甲
が
乙
に
要
請
す
る
物
資
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
う
ち
、
乙
が
保
有
ま
た
は
調

達
可
能
な
物
資
と
す
る
。
 

（
１
）
 
別
表
に
掲
げ
る
物
資
 

（
２
）
 
そ
の
他
、
甲
が
指
定
す
る
物
資
 

 
（
物
資
の
引
渡
し
）
 

第
５
条
 
物
資
の
運
搬
は
、
甲
の
指
定
す
る
場
所
に
、
乙
に
お
い
て
搬
送
す
る
も
の
と
し
、
乙
は
出
 

荷
確
認
書
（
別
記
様
式
第
２
号
）
を
甲
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。
甲
は
職
員
を
派
遣
し
、
調
達

物
資
を
確
認
の
う
え
、
こ
れ
を
引
き
取
る
も
の
と
す
る
。
 

２
 
甲
は
、
物
資
を
確
認
後
、
速
や
か
に
受
領
確
認
書
（
別
記
様
式
第
３
号
）
を
乙
に
提
出
す
る
も

の
と
す
る
。
 

 
（
費
用
の
負
担
）
 

第
６
条
 
乙
が
、
供
給
し
た
物
資
の
価
格
及
び
物
資
の
運
搬
を
行
っ
た
と
き
に
要
す
る
費
用
は
、
甲

が
負
担
す
る
も
の
と
す
る
。
 

32
 
災
害
時
に
お
け
る
生
活
物
資
の
供
給
等
に
関
す
る
協
定
（
イ
オ
ン
リ
テ
ー
ル
株
式
会
社
近
畿
カ
ン
パ
ニ
ー
）
 

２
 
甲
は
、
乙
か
ら
前
項
の
請
求
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
災
害
発
生
に
よ
る
混
乱
が
沈
静
化
し
た
後
、

速
や
か
に
代
金
を
支
払
う
も
の
と
す
る
。
 

（
物
資
の
価
格
）
 

第
７
条
 
物
資
の
価
格
は
、
災
害
が
発
生
す
る
直
前
に
お
け
る
適
正
な
価
格
と
す
る
。
 

（
平
常
時
の
防
災
活
動
へ
の
協
力
）
 

第
８
条
 
乙
は
、
平
常
時
に
お
け
る
甲
の
防
災
啓
発
事
業
の
推
進
に
対
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事

項
に
つ
い
て
、
可
能
な
限
り
協
力
す
る
も
の
と
す
る
。
 

（
１
）

 甲
と
乙
の
店
舗
が
共
同
で
実
施
す
る
防
災
啓
発
事
業
及
び
防
災
訓
練
 

（
２
）

 甲
が
実
施
す
る
防
災
啓
発
事
業
 

（
３
）

 甲
が
実
施
す
る
防
災
訓
練
へ
の
参
加
 

（
連
絡
体
制
）
 

第
９
条
 
こ
の
協
定
を
円
滑
に
運
用
す
る
た
め
に
、
甲
乙
双
方
の
連
絡
先
（
別
記
様
式
第
４
号
）
を
 

定
め
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
期
間
の
途
中
に
お
い
て
内
容
の
変
更
が
生
じ
た
場
合
は
速
や
か

に
報
告
す
る
も
の
と
す
る
。
 

（
改
正
又
は
廃
止
）
 

第
10

条
 
こ
の
協
定
の
改
正
又
は
廃
止
は
、
甲
又
は
乙
が
文
書
を
も
っ
て
１
ヶ
月
前
以
前
に
相
手

側
に
通
知
を
し
な
い
限
り
、
そ
の
効
力
を
持
続
す
る
も
の
と
す
る
。
 

（
協
議
）
 

第
11

条
 
こ
の
協
定
の
解
釈
に
疑
義
を
生
じ
た
場
合
及
び
こ
の
協
定
に
定
め
の
な
い
事
項
に
つ
い

て
は
、
そ
の
都
度
、
甲
乙
、
協
議
の
う
え
決
定
す
る
も
の
と
す
る
。
 

   
こ
の
協
定
の
締
結
の
証
と
し
て
、
本
書
２
通
を
作
成
し
、
甲
乙
記
名
押
印
の
う
え
、
各
自
１
通
を
 

保
管
す
る
も
の
と
す
る
。
 

   
令
和
 
６
 
年
 
９
 
月
 
30
 
日
 

  

甲
 
大
阪
府
門
真
市
中
町
１
番
１
号
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
門
真
市
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
門
真
市
長
 
宮
本
 
一
孝
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

㊞
 
 

  

乙
 
大
阪
府
福
島
区
海
老
江
１
丁
目
１
番
２
３
号
 

イ
オ
ン
リ
テ
ー
ル
株
式
会
社
 

執
行
役
員
近
畿
カ
ン
パ
ニ
ー
支
社
長
 
川
本
 
昌
彦
 
 

㊞
 
 



 

- 194 - 

【資料13－１ 災害救助法の対象項目と程度、方法及び期間並びに実費弁償の額】 

 

（大阪府災害救助法施行細則、令和４年11月１日） 

救助の程度、方法及び期間  別表第１（第３条関係） 

救助の種類 救助の程度及び方法 救助の期間 

避難所

及び応

急仮設

住宅の

供与 

避難所 １ 災害により現に被害を受け、又は受けるおそれのある者に供与する。 

２ 学校、公民館等既存建物を利用するのを原則とするが、これら適当な建物を得

難いときは、野外に仮小屋を設置し、天幕を設営し、又はその他の適切な方法に

より実施する。 

３ 設置のため支出することができる費用は、設置、維持及び管理のための賃金職

員等雇上費、消耗器材費、建物の使用謝金、器物の使用謝金、借上費又は購

入費、光熱水費並びに仮設便所等の設置費（法第４条第２項の避難所につい

ては、建物の使用謝金及び光熱水費）とし、１人１日につき330円以内とする。 

４ 福祉避難所（高齢者、障害者等（以下「高齢者等」という。）であって避難所での

生活において特別な配慮を必要とするものに供与する避難所をいう。）を設置し

た場合は、３の金額に、特別な配慮のために必要な当該地域における通常の実

費を加算することができる。 

５ 避難所での避難生活が長期にわたる場合等においては、避難所で避難生活し

ている者への健康上の配慮等により、ホテル、旅館等宿泊施設の借上げを実施

し、これを供与することができる。 

法第４条第

１項第１号

の避難所に

ついては災

害発生の日

から７日以

内、同条第

２項の避難

所について

は法第２条

第２項の規

定による救

助を開始し

た日から災

害が発生し

なかったと

判明し、現

に救助の必

要 が な く

なった日又

は災害が発

生し同条第

１項の規定

による救助

を行う旨を

同条第３項

の規定によ

り公示した

日までの期

間以内 
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救助の種類 救助の程度及び方法 救助の期間 

応急仮

設住宅 

住家が全壊し、全焼し、又は流失し、居住する住家がない者で、かつ、自らの資

力では住宅を得ることができないものに、次に掲げる住宅を供与する。 

１ 建設型応急住宅（次に掲げる方法により建設して供与するものをいう。以下同

じ。） 

  イ 設置に当たっては、原則として、公有地を利用すること。ただし、適当な公有

地を利用することが困難な場合は、民有地を利用することができる。 

  ロ 一戸当たりの規模は、応急救助の趣旨を踏まえ、知事が地域の実情、世帯

構成等に応じて設定し、その設置のために支出することができる費用は、設置

にかかる原材料費、労務費、附帯設備工事費、輸送費及び建築事務費等の

一切の経費として、6,285,000円以内とする。 

  ハ 同一敷地内又は近接する地域内におおむね50戸以上設置した場合は居

住者の集会等に利用するための施設を設置でき、50戸未満の場合でも戸数

に応じた小規模な施設を設置することができる。 

  ニ 福祉仮設住宅（老人福祉法（昭和38年法律第133号）第５条の２第２項に規

定する老人居宅介護等事業等を利用しやすい構造及び設置を有し、高齢者

等であって日常の生活上特別な配慮を要する２人以上のものに供与する施設

をいう。）を建設型応急住宅として設置することができる。 

  ホ 災害発生の日から20日以内に着工し、速やかに設置する。 

  ヘ 供与終了に伴う解体撤去及び土地の原状回復のために支出することができ

る費用は、当該地域における実費とする。 

２ 賃貸型仮設住宅（次に掲げる方法により民間賃貸住宅を借上げて供与するもの

をいう。） 

  イ 一戸当たりの規模は、世帯の人数に応じて１ロに定める規模に準ずることと

し、その借上げのために支出することができる費用は、家賃、共益費、敷金、礼

金、仲介手数料又は火災保険等その他民間賃貸住宅の借主又は仲介業者と

の契約に不可欠なものとして、地域の実情に応じた額とする。 

  ロ 災害発生の日から速やかに民間賃貸住宅を借上げ、提供しなければならな

い。 

完成の日か

ら２年以内 

炊 き出

し そ の

他 に よ

る 食品

の給与

及び飲

料水の

供給 

炊 き 出

し そ の

他 に よ

る 食 品

の給与 

１ 避難所に避難している者又は住家に被害を受け、若しくは災害により現に炊事

のできない者（以下この項において「被災者」という。）に対して行う。 

２ 被災者が直ちに食することができる現物による。 

３ 支出することができる費用は、主食、副食、燃料等の経費とし、１人１日につき

1,180円以内とする。 

災害発生の

日から７日

以内 

飲料水

の供給 

１ 災害のため現に飲料水を得ることができない者に対して行う。 

２ 支出することができる費用は、水の購入費並びに給水及び浄水に必要な機械及

び器具の借上費、修繕費、燃料費並びに薬品及び資材の費用とし、当該地域に

おける通常の実費とする。 

災害発生の

日から７日

以内 

被服、寝具その他

生活必需品の給

与又は貸与 

 

 

１ 住家の全壊、全焼、流失、半壊、半焼若しくは床上浸水（土砂の堆積等により

一時的に居住することができない状態となったものを含む。以下同じ。）又は全

島避難等（一定の地域の全ての居住者等が避難等することをいう。）により、生

活上必要な被服、寝具その他日用品等を喪失し、又は損傷したこと等により使

用することができず、直ちに日常生活を営むことが困難な者に対して行う。 

２ 被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内において現物をもって行う。 

イ 被服、寝具及び身の回り品 

ロ 日用品 

ハ 炊事用具及び食器 

ニ 光熱材料 

３ 支出することができる費用は、季別及び世帯区分により、１世帯につき次の表

災害発生の

日から10日

以内 
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救助の種類 救助の程度及び方法 救助の期間 

に掲げる額の範囲内とする。 

 

区分 季別 

世帯区分  

１人 

世帯 

２人 

世帯 

３人 

世帯 

４人 

世帯 

５人 

世帯 

６人以上１人増す 

毎に加算する額 

 

 住家の全壊、全焼又は

流失により被害を受け

た世帯 

 

夏季 

円 

18,700 

円 

24,000 

円 

35,600 

円 

42,500 

円 

53,900 

円 

7,800 

 

冬季 31,000 40,100 55,800 65,300 82,200 11,300  

 住家の半壊、半焼又は

床上浸水により被害を

受けた世帯 

夏季 6,100 8,200 12,300 15,000 18,900 2,600  

冬季 9,900 12,900 18,300 21,800 27,400 3,600  

 
備考 「夏季」とは４月１日から９月30日までに災害が発生した場合をいい、「冬季」とは10月１日から翌年３月

31日までに災害が発生した場合をいう。 

 

医療及

び助産 

医療 １ 災害のため医療のみちを失った者に対して応急的に処置する。 

２ 救護班によって行う。ただし、急迫した事情があり、やむを得ない場合において

は、医師、薬剤師等の医療関係者又は施術者（あん摩マッサージ指圧師、はり

師、きゅう師等に関する法律（昭和22年法律第217号）に規定するあん摩マッサー

ジ指圧師、はり師若しくはきゅう師又は柔道整復師法（昭和45年法律第19号）に

規定する柔道整復師をいう。以下同じ。）が、病院若しくは診療所又は施術所（あ

ん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律又は柔道整復師法に規

定する施術所をいう。以下同じ。）において行うことができる。 

３ 次の範囲内において行う。 

イ 診療 

ロ 薬剤又は治療材料の支給 

ハ 処置、手術その他の治療及び施術 

ニ 病院若しくは診療所又は施術所への収容 

ホ 看護 

４ 支出することができる費用は、次のとおりとする。 

イ 救護班による場合  使用した薬剤、治療材料及び破損した医療器具の修

繕費等の実費 

ロ 病院又は診療所による場合  国民健康保険の診療報酬の額以内 

ハ 施術所による場合  協定料金の額以内 

災害発生の

日から14日

以内 

助産 １ 災害発生の日以前７日以内又は当該日以後７日以内に分べんした者であっ

て、災害のため助産のみちを失ったものに対して行う。 

２ 次の範囲内において行う。 

イ 分べんの介助 

ロ 分べん前及び分べん後の処置 

ハ 脱脂綿、ガーゼその他の衛生材料の支給 

３ 支出することができる費用は、次のとおりとする。 

イ 救護班等による場合  使用した衛生材料等の実費 

ロ 助産師による場合  慣行料金の100分の80以内の額 

分べんした

日から７日

以内 

被災者の救出 １ 災害のため現に生命若しくは身体が危険な状態にある者又は生死不明の状

態にある者を捜索し、救出する。 

２ 支出することができる費用は、舟艇その他救出のための機械、器具等の借上

費又は購入費、修繕費及び燃料費とし、当該地域における通常の実費とする。 

災 害 発 生

の日から３

日以内 
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救助の種類 救助の程度及び方法 救助の期間 

被災した住宅の応

急修理 

１ 災害のため住家が半壊し、半焼し、若しくはこれらに準ずる程度の損傷を受

け、自らの資力では応急修理をすることができない者又は大規模な補修を行わ

なければ居住することが困難である程度に住家が半壊した者に対して行う。 

２ 居室、炊事場、便所等の日常生活に必要最小限度の部分に対し、現物をもっ

て行う。 

３ 支出することができる費用は、１世帯につき次に掲げる額以内とする。 

 イ ロに掲げる世帯以外の世帯 5,195,000円 

 ロ 半壊又は半焼に準ずる程度の損傷により被害を受けた世帯 300,000円 

災 害 発 生

の日から３

月以内（災

害 対 策 基

本法（昭和

36 年 法 律

第 223 号 ）

第23条の３

第１項に規

定する特定

災 害 対 策

本部、同法

第24条第１

項 に 規 定

する非常災

害 対 策 本

部 又 は 同

法 第 28 条

の２第１項

に規定する

緊 急 災 害

対 策 本 部

が設置され

た 災 害 に

あっては、６

月以内） 

生業に必要な資

金の貸与 

１ 住家が全壊し、全焼し、又は流失し、災害のため生業の手段を失った世帯に

対して行う。 

２ 生業を営むために必要な機械、器具、資材等を購入するための費用に充てる

ものであって、生業の見込みが確実な具体的事業計画があり、償還能力のある

者に対して貸与する。 

３ 貸与することができる金額は、次の額以内とする。 

イ 生業費  １件につき30,000円 

ロ 就職支度費  １件につき15,000円 

４ 貸付期間は２年以内で、利子は無利子とする。 

災 害 発 生

の日から１

月以内 

学用品の給与 １ 住家の全壊、全焼、流失、半壊、半焼又は床上浸水による喪失、損傷等により学

用品を使用することができず、就学上支障のある小学校の児童（義務教育学校

の前期課程及び特別支援学校の小学部の児童を含む。以下同じ。）、中学校の

生徒（義務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期課程及び特別支援学校

の中学部の生徒を含む。以下同じ。）及び高等学校等の生徒等（高等学校（定時

制の課程及び通信制の課程を含む。）、中等教育学校の後期課程（定時制の課

程及び通信制の課程を含む。）、特別支援学校の高等部、専修学校及び各種学

校の生徒並びに高等専門学校の学生をいう。以下同じ。）に対して行う。 

２ 被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内において、現物をもって行う。 

イ 教科書 

ロ 文房具 

ハ 通学用品 

３ 支出することができる費用は、次の額以内とする。 

イ 教科書代 

⑴ 小学校の児童及び中学生の生徒 教科書の発行に関する臨時措置法

災 害 発 生

の日から、

教 科 書 に

ついては１

月以内、そ

の 他 の 学

用 品 に つ

いては15日

以内 
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救助の種類 救助の程度及び方法 救助の期間 

（昭和23年法律第132号）第２条第１項に規定する教科書及び当該教科書

以外の教材で、教育委員会に届け出、又はその承認を受けて使用するも

のを給与するための実費 

⑵ 高等学校等の生徒等 正規の授業で使用する教材を給与するための実費 

ロ 文房具及び通学用品費 

⑴ 小学校の児童  １人につき 4,700円 

⑵ 中学校の生徒  １人につき 5,000円 

⑶ 高等学校等の生徒等  １人つき 5,500円 

埋葬 １ 災害の際死亡した者について、死体の応急的処理程度のものを行う。 

２ 次の範囲内において、原則として棺又は棺材等の現物をもって行う。 

イ 棺（附属品を含む。） 

ロ 埋葬及び火葬（賃金職員等雇上費を含む。） 

ハ 骨つぼ及び骨箱 

３ 支出することができる費用は、１体につき、大人213,800円以内、小人170,900

円以内とする。 

災 害 発 生

の日から10

日以内 

死体の捜索 
１ 災害により現に行方不明の状態にあり、かつ、各般の事情により既に死亡して

いると推定される者に対して行う。 

２ 支出することができる費用は、舟艇その他捜索のための機械、器具等の借上

費又は購入費、修繕費及び燃料費とし、当該地域における通常の実費とする。 

災 害 発 生

の日から10

日以内 

死体の処理 １ 災害の際死亡した者について、死体に関する処理を行う。 

２ 次の範囲内において行う。 

イ 死体の洗浄、縫合、消毒等の処置 

ロ 検案 

ハ 死体の一時保存 

３ 検案は、原則として救護班によって行う。 

４ 支出することができる費用は、次のとおりとする。 

イ 死体の洗浄、縫合、消毒等の処理のための費用 

１体につき 3,500円以内 

ロ 死体の一時保存のための費用 

(1) 既存建物を利用する場合 当該施設の借上費について通常の実費 

(2) 既存建物を利用することができない場合 １体につき5,400円以内 

(3) ドライアイスの購入費等の経費が必要な場合 当該地域における通常の

実費を加算することができる。 

ハ 救護班により検案ができない場合は、当該地域の慣行料金の額以内 

災 害 発 生

の日から10

日以内 

 

災害によって住居

又はその周辺に

運ばれた障害物

の除去 

１ 居室、炊事場等生活に欠くことのできない場所又は玄関に障害物が運び込ま

れているため、一時的に居住できない状態にあり、かつ、自らの資力をもってし

ては、当該障害物を除去することができない者に対して行う。 

２ 支出することができる費用は、各市町村の区域において要したロープ、スコップ

その他除去のため必要な機械、器具等の借上費又は購入費、輸送費、賃金職

員等雇上費等とし、障害物の除去を行った当該市町村の区域内の１世帯につ

き平均が138,300円以内とする。 

災 害 発 生

の日から10

日以内 
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救助の種類 救助の程度及び方法 救助の期間 

救助のための輸

送費及び賃金職

員等雇上費 

１ 次の範囲内において行う。 

イ 被災者の避難に係る支援 

ロ 医療及び助産 

ハ 被災者の救出 

ニ 飲料水の供給 

ホ 死体の捜索 

へ 死体の処理  

ト 救助用物資の整理配分 

２ 支出することができる費用は、当該地域における通常の実費とする。 

当 該 救 助

の 実 施 が

認められる

期間以内 

備考：救助の期間については、やむを得ない特別の事情のあるときは、延長することがある。 
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実費弁償の額  別表第２（第４条関係） 

救助業務従事者の区分 
実費弁償の額 

日当 時間外勤務手当 旅費 

政令第４条第

１号から第４

号までに掲げ

る者 

医師及び歯科医師 22,300円 
日当の額を7.75で除し

て得た額を勤務時間１

時間当たりの給与額と

して職員の給与に関す

る条例（昭和40年大阪

府条例第35号）第21条

第２項の規定により算

定した額以内 

職員の旅費に関

する条例（昭和

40年大阪府条例

第37号）による

指定職等の職務

にある者以外の

者の額相当額以

内 

薬剤師 16,900円 

保健師、助産師、看護師及

び准看護師 
17,900円 

診療放射線技師、臨床検査

技師、臨床工学技士及び歯

科衛生士 

16,900円 

救急救命士 14,200円 

土木技術者及び建築技術者 15,100円 

大工 22,800円 

左官 23,700円 

とび職 24,900円 

政令第４条第５号から第10号までに掲げる者 
業者のその地域における慣行料金による支出実績に、手

数料としてその100分の３の額を加算した額以内 

 

扶助金の支給基礎額  別表第３（第６条関係） 

対 象 者 支給基礎額 

政令第８条第２項第２号に規

定する労働基準法（昭和22年

法律第49号）に規定する労働

者でない者 

 

 

事故発生の日前１年間におけるその者の所得（通常得ている所得以外の

所得を除く。以下同じ。）の額を365で除して得た額に相当する額とす

る。ただし、その者の所得額が、その地方で同様の事業を営み、又は同

様の業務に従事する者の事故発生の日から１年間の所得の平均額を365で

除して得た額（以下「標準収入額」という。）を超えるときは、原則と

して標準収入額に相当する額とする。 

政令第８条第２項第３号に規

定する救助に関する業務に協

力した者 

 

 

 

 

１ 警察官の職務に協力援助した者の災害給付に関する法律施行令（昭和

27年政令第429号。以下「警察協力者令」という。）第５条第２項に規

定する額に相当する額とする。 

２ 事故の発生した日において他に生計のみちがなく、主として政令第８

条第２項第３号に規定する協力者（以下「協力者」という。）の扶助

を受けていた者を扶養親族とし、扶養親族のある協力者については、

１の金額に警察協力者令第５条第３項に定める額を加算する。 
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【資料14－１ 門真市災害弔慰金の支給等に関する条例】 

 

門真市災害弔慰金の支給等に関する条例 

昭和49年６月20日 

門真市条例第37号 

改正 昭和50年３月24日 門真市条例第８号 

昭和52年３月30日 門真市条例第13号 

昭和53年６月26日 門真市条例第16号 

昭和56年10月１日 門真市条例第15号 

昭和57年12月20日 門真市条例第17号 

昭和62年３月30日 門真市条例第５号 

平成３年12月25日 門真市条例第18号 

平成23年９月29日 門真市条例第19号 

令和元年９月24日 門真市条例第27号 

令和元年12月18日 門真市条例第34号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、自然災害により死亡した住民の遺族に対し災害弔慰金を支給し、自然災

害により精神又は身体に著しい障害を受けた住民に災害障害見舞金の支給を行い、及び自然

災害により被害を受けた世帯の世帯主に対し災害援護資金を貸し付け、もつて住民の福祉に

資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「災害」とは、暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波その他

の異常な自然現象により被害が生ずることをいう。 

２ この条例において「住民」とは、災害により被害を受けた当時、本市の区域内に住所を有

していた者をいう。 

（災害弔慰金の支給） 

第３条 災害弔慰金の支給等に関する法律施行令（昭和48年政令第374号。以下「令」とい

う。）第１条に規定する災害（次項及び第５条から第７条までにおいて単に「災害」とい

う。）により死亡した住民の遺族に対し、災害弔慰金を支給する。 

２ 災害弔慰金の額は、死亡者１人当たり、死亡者が死亡当時においてその死亡に関し災害弔

慰金を受けることができることとなる者の生計を主として維持していた場合にあっては

5,000,000円とし、その他の場合にあっては2,500,000円とする。ただし、死亡者がその死亡

に係る災害に関し、既に第６条に規定する災害障害見舞金の支給を受けている場合は、これ

らの額から当該支給を受けた災害障害見舞金の額を控除した額とする。 

（遺族の範囲等） 

第４条 災害弔慰金を支給する遺族の範囲は、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和48年法

律第82号。以下「法」という。）第３条第２項に規定する遺族の範囲とし、その順位は、次

の各号に掲げる順序とする。 
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⑴ 死亡者の死亡当時において、死亡者により生計を主として維持していた遺族（兄弟姉妹を

除く。以下この項において同じ。）を先にし、その他の遺族を後にする。 

⑵ 前号の場合において、同順位の遺族については、次に掲げる順序とする。 

ア 配偶者 

イ 子 

ウ 父母 

エ 孫 

オ 祖父母 

⑶ 死亡者に係る配偶者、子、父母、孫及び祖父母のいずれもが存しない場合であって兄弟姉

妹がいるときは、その兄弟姉妹（死亡した者の死亡当時その者と同居し、又は生計を同じ

くしていた者に限る。）に対して、災害弔慰金を支給するものとする。 

２ 前項の場合において、同順位の父母については、養父母を先にし、実父母を後にし、同順

位の祖父母については、養父母の父母を先にし、実父母の父母を後にし、父母の養父母を先

にし、実父母を後にする。 

３ 遺族が遠隔地にある場合その他の事情により、前２項の規定により難いときは、前２項の

規定にかかわらず、第１項の遺族のうち市長が適当と認める者に災害弔慰金を支給すること

ができる。 

４ 前３項の場合において、災害弔慰金の支給を受けるべき同順位の遺族が２人以上あるとき

は、その１人に対してした支給は、全員に対してなされたものとみなす。 

（死亡の推定及び支給の制限） 

第５条 災害による死亡の推定及び災害弔慰金の支給の制限については、法第４条及び第５条

の規定によるものとする。 

（災害障害見舞金の支給） 

第６条 災害により住民が負傷し、又は疾病にかかり、治つたとき（その症状が固定したとき

を含む。）に法別表に掲げる程度の障害があるときは、当該住民（次条において「障害者」

という。）に対し、災害障害見舞金の支給を行うものとする。 

（災害障害見舞金の額） 

第７条 障害者１人当たりの災害障害見舞金の額は、当該障害者が災害により負傷し、又は疾

病にかかった当時においてその属する世帯の生計を主として維持していた場合にあっては

2,500,000円とし、その他の場合にあっては1,250,000円とする。 

（準用） 

第８条 災害障害見舞金の支給の制限については、法第５条の規定を準用するものとする。 

（災害援護資金の貸付け） 

第９条 法第10条第１項に規定する災害により同項に規定する被害を受けた世帯で令第４条の

定めるところにより算定したこれに属する者の所得の合計額が令第５条で定める額に満たな

いものの世帯主に対し、生活の立て直しに資するため、災害援護資金の貸付けを行う。 

２ 災害援護資金の貸付額は、１世帯当たり3,500,000円以内において市長が定める。 

（保証人及び貸付利率） 

第10条 災害援護資金の貸付けを受けようとする者は、保証人を立てることができる。 

２ 災害援護資金は、保証人を立てる場合は、無利子とし、保証人を立てない場合は、据置期
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間中は無利子とし、据置期間経過後はその利率を延滞の場合を除き年３パーセント以内で規

則で定める率とする。 

３ 第１項の保証人は、災害援護資金の貸付けを受けた者と連帯して債務を負担するものとし、

その保証債務は、令第９条の違約金を包含するものとする。 

（償還期間） 

第11条 災害援護資金の償還期間は、10年以内とする。 

（償還方法等） 

第12条 災害援護資金の貸付けに係る支払猶予、報告等、償還方法、一時償還、違約金につい

ては、法第13条及び令第７条第３項、第４項、第８条、第９条、第12条の規定によるものと

する。 

（償還金の減免） 

第13条 市長は、特別の理由があると認めるときは、災害援護資金の償還金を減額し、又は免

除することができる。 

（市長への委任） 

第14条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（門真市災害見舞金等支給条例の一部改正） 

２ 門真市災害見舞金等支給条例（昭和43年条例第17号）の一部を次のように改正する。 

第４条に次の１項を加える。 

２ その他の災害による死亡の場合において、門真市災害弔慰金の支給及び災害援護資金の貸

付けに関する条例（昭和49年門真市条例第37号）第３条第１項に規定する災害により死亡し

た場合には、前条第１項第２号に規定する災害弔慰見舞金は支給しない。 

附 則（昭和50年３月24日門真市条例第８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和52年３月30日門真市条例第13号） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の門真市災害弔慰金の支給及び災害援護資金の貸付けに関する条例

第３条第２項及び第６条第２項の規定は、昭和51年９月７日以後に生じた災害から適用する。 

附 則（昭和53年６月26日門真市条例第16号） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の門真市災害弔慰金の支給及び災害援護資金の貸付けに関する条例

第３条第２項及び第６条第２項の規定は、昭和53年１月14日以後に生じた災害から適用する。 

附 則（昭和56年10月１日門真市条例第15号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の門真市災害弔慰金の支給及び災害援護資金の貸付けに関する条例

第３条第２項及び第６条第２項の規定は、昭和55年12月14日以後に生じた災害から適用する。 
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附 則（昭和57年12月20日門真市条例第17号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の門真市災害弔慰金の支給等に関する条例第６条、第７条及び第８

条の規定は、昭和57年７月10日以後に生じた災害により負傷し、又は疾病にかかつた住民に

対する災害障害見舞金の支給について適用する。 

（門真市災害見舞金等支給条例の一部改正） 

３ 門真市災害見舞金等支給条例（昭和43年条例第17号）の一部を次のように改正する。 

第４条第２項中「門真市災害弔慰金の支給及び災害援護資金の貸付けに関する条例」を「門

真市災害弔慰金の支給等に関する条例」に改める。 

附 則（昭和62年３月30日門真市条例第５号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の門真市災害弔慰金の支給等に関する条例第９条第２項の規定は、

昭和61年７月10日以後に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金

の貸付けについて適用する。 

附 則（平成３年12月25日門真市条例第18号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の門真市災害弔慰金の支給等に関する条例（以下「新条例」とい

う。）第３条第２項の規定は平成３年６月３日以後に生じた災害により死亡した住民の遺族

に対する災害弔慰金の支給について、新条例第７条の規定は当該災害により負傷し又は疾病

にかかつた住民に対する災害障害見舞金の支給について、それぞれ適用する。 

３ 新条例第９条第２項の規定は、平成３年５月26日以後に生じた災害により被害を受けた世

帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適用する。 

附 則（平成23年９月29日門真市条例第19号） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の門真市災害弔慰金の支給等に関する条例第４条第１項の規定は、

平成23年３月11日以後に生じた災害により死亡した住民の遺族に対する災害弔慰金の支給に

ついて適用する。 

附 則（令和元年９月24日門真市条例第27号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の門真市災害弔慰金の支給等に関する条例第10条及び第12条の規定

は、この条例の施行の日以後に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援

護資金の貸付けについて適用し、同日前に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対
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する災害援護資金の貸付けについては、なお従前の例による。 

附 則（令和元年12月18日門真市条例第34号） 

この条例は、公布の日から施行する。
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【資料14－２ 門真市災害見舞金等支給条例】 

 

門真市災害見舞金等支給条例 

昭和43年３月28日 

条例第17号 

改正  昭和49年３月30日 門真市条例第25号 

昭和49年６月20日 門真市条例第37号 

昭和57年３月31日 門真市条例第４号 

昭和57年12月20日 門真市条例第17号 

平成12年３月29日 門真市条例第６号 

平成24年９月28日 門真市条例第26号   

令和３年３月22日 門真市条例第５号 

（目的） 

第１条 この条例は、本市に居住する者が交通災害及びその他の災害により被害を受けた場合

において支給する災害見舞金等に関し必要な事項を定め、もつて市民の福祉の増進を図るこ

とを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 交通災害 道路交通法（昭和35年法律第105号）第２条第１項第８号に規定する車両その

他による事故により人身に受ける災害（過失に基づく自損行為を含む。）をいう。 

⑵ その他の災害 火災、風水害、震災又は犯罪行為（交通災害の要因となるものを除く。）

による災害をいう。 

⑶ 犯罪行為 人の生命を害する罪に当たる行為（刑法（明治40年法律第45号）第37条第１項

本文、第39条第１項又は第41条の規定により罰せられない行為及び過失による行為を含むも

のとし、同法第35条又は第36条第１項の規定により罰せられない行為を除く。）をいう。 

一部改正〔平成12年門真市条例６号〕 

（支給要件） 

第３条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、それぞれ当該各号に掲げる見舞金等

を支給するものとする。 

⑴ 本市内において発生した交通災害により死亡した場合 交通災害弔慰見舞金 

⑵ 本市内においてその他の災害にり災し死亡した場合 災害弔慰見舞金 

⑶ 本市内においてその他の災害にり災し現に居住している家屋が被害を受けた場合 

災害見舞金 

⑷ 前号の被害を受けた場合において市長が必要と認めた場合 市長が認めた金品 

２ 前項の災害見舞金等の額は、別表のとおりとする。 

（支給制限） 

第４条 交通災害による死亡の場合において、当該交通災害がその者の故意又は重大な過失に

より生じたものであるときには、前条第１項第１号に規定する交通災害弔慰見舞金は支給し

ない。 
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２ その他の災害による死亡の場合において、当該その他の災害がその者の故意若しくは重大

な過失により生じた犯罪行為であるとき又は門真市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和

49年門真市条例第37号）第３条第１項に規定する災害により死亡したときには、前条第１項

第２号に規定する災害弔慰見舞金は支給しない。 

一部改正〔平成12年門真市条例６号〕 

（請求期間） 

第５条 災害見舞金等の請求は、交通災害又はその他の災害により被害を受けた時から２年以

内にしなければならない。 

（見舞金等の返還） 

第６条 前条に規定するもののほか、虚偽その他不正な手段により第３条第１項に規定する見

舞金等を受けた者があるときは、それらを返還させることができる。 

（委任） 

第７条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和49年３月30日門真市条例第25号） 

この条例は、昭和49年４月１日から施行する。 

附 則（昭和49年６月20日門真市条例第37号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和57年３月31日門真市条例第４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和57年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の門真市災害見舞金等支給条例別表の規定は、施行日以後に発生し

た災害から適用し、同日前に発生した災害については、なお従前の例による。 

附 則（昭和57年12月20日門真市条例第17号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成12年３月29日門真市条例第６号） 

この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年９月28日門真市条例第26号） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の門真市災害見舞金等支給条例別表の規定は、平成24年８月14日以

後に発生した災害から適用する。 

    附 則（令和３年３月22日門真市条例第５号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の門真市災害見舞金等支給条例第２条第２号及び第３号並びに第４
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条第２項の規定は、この条例の施行の日以降に発生する災害について適用し、同日前に発生

した災害については、なお従前の例による。 

 

別表（第３条関係） 

  種類 区分 金額 

交通災害弔慰見舞金 交通災害による死亡の場合 １人につき 50,000円 

災害弔慰見舞金 その他災害による死亡の場合 １人につき 50,000円 

災害見舞金 

全焼、全壊の場合 
複数世帯 単身世帯 

30,000円 20,000円 

半焼、半壊、床上浸水の場合 
複数世帯 単身世帯 

20,000円 10,000円 

その他市長が必要と認めた

場合 

その他の災害による死亡以外

の場合において市長が必要と

認めた場合 

炊き出し、その他食品の支

給、その他 

 

 備考 

⑴ 全焼、全壊とは、本市内に居住する者の家屋の火災、風水害及び震災による被害面積が

その家屋の延床面積のおおむね７割以上の場合をいう。 

⑵ 半焼、半壊とは、本市内に居住する者の家屋の火災、風水害及び震災による被害面積が

その家屋延面積のおおむね５割以上７割未満の場合をいう。 

⑶ 床上浸水とは、本市内に居住する者の家屋が風水害等により床上以上に浸水し一時的に

居住できないもの及び土砂等のたい積物のため床上浸水と同様の状態の場合をいう。
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【資料14－３ 災害による被害者に対する門真市税の減免に関する条例】 

 

災害による被害者に対する門真市税の減免に関する条例 

昭和59年12月26日 

門真市条例第24号 

 

改正 平成７年３月31日 門真市条例第９号 

平成30年９月25日門真市条例第17号 

令和２年６月22日門真市条例第29号 

（目的） 

第１条 震災、風水害、落雷、火災その他これらに類する災害（以下「災害」という。）による被

害者の納付すべき市民税及び固定資産税（以下「市税」という。）の減免及びその申請について

は、地方税法（昭和25年法律第226号。以下「法」という。）その他の法令に別に定めがある場

合を除くほか、この条例の定めるところによる。 

（市民税の減免） 

第２条 市民税の納税義務者（個人に限る。以下同じ。）が災害により次の表に掲げる事由に該当

することとなつた場合においては、当該納税義務者が納付すべき被災年度（当該災害により同表

に掲げる事由に該当することとなつた日（以下本項において「被災日」という。）の属する年度

をいう。）分の市民税額のうち、被災日以後に納期の末日が到来する納期分に係る税額（特別徴

収の方法により徴収する市民税にあつては、被災日の属する月の翌月以後において徴収すべき月

割税額。以下同じ。）について、同表に掲げる軽減率により軽減し、又は免除する。 

 

事由 
軽減

率 

１ 死亡したとき 10割 

２ 生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定による生活扶助又は生

活扶助以外の扶助を受けることとなつたとき 
10割 

３ 障害者（法第292条第１項第10号に規定する障害者をいう。以下同

じ。）となつたとき 
９割 

４ 重傷（治療に２月以上を要し、障害者となるに至らない程度の負傷

をいう。）を負うこととなつたとき。 
６割 
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２ 市民税の納税義務者（納税義務者の法第292条第１項第７号に規定する同一生計配偶者又は同

項第９号に規定する扶養親族を含む。）の所有に係る住宅（自己が居住する場合に限る。）又は

家財（主として趣味又は娯楽のために使用するものを除く。）につき、災害により受けた損害の

金額（保険金、損害賠償金等により補填される金額を除く。）がその住宅又は家財の価格の10分

の３以上であるもので、前年中の法第292条第１項第13号に規定する合計所得金額（法附則第33

条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額、附則第33条の３第５項に規定する

土地等に係る事業所得等の金額、附則第34条第４項に規定する課税長期譲渡所得金額（法第314

条の２の規定の適用がある場合には、その適用前の金額とする。）、附則第35条第５項に規定す

る課税短期譲渡所得金額（法第314条の２の規定の適用がある場合には、その適用前の金額とす

る。）、附則第35条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額、附則第35条の２

の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額又は附則第35条の４第４項に規定する

先物取引に係る雑所得等の金額がある場合には、当該金額を含む。）が10,000,000円以下である

者であつて、当該納税義務者が納付すべき被災年度（当該年度により損害を受けた日（以下本項

において「被災日」という。）の属する年度をいう。）分の市民税額のうち、被災日以後に納期

の末日が到来する納期分の税額について、次の表に掲げる区分により軽減し、又は免除する。 

合計所得金額 

 

損害の程度 

5,000,000円 

以下のとき 

5,000,000円を超え 

7,500,000円以下の 

とき 

7,500,000円を超え 

10,000,000円以下の 

とき 

軽
減
率 

10分の５以上のとき 10割 ５割 ２割５分 

10分の３以上10分の

５未満のとき 
５割 ２割５分 １割２分５厘 

３ 前２項の規定にかかわらず、被災日（前２項にそれぞれ規定する被災日をいう。）が１月１日

から３月31日までの間である場合には、被災年度（前２項にそれぞれ規定する被災年度をい

う。）の翌年度分の市民税についても前２項において規定するそれぞれの軽減率により軽減し、

又は免除することができる。 

４ 第１項及び第２項の規定に基づき、市民税について重複して軽減することとなる場合には、そ

れぞれに規定する軽減率を加えて得た率（その率が10割を超える場合は、10割とする。）を適用

する。 

（土地に対する固定資産税の減免） 

第３条 災害により農地又は宅地が流失、水没、崩壊その他の損害を受け、作付不能又は使用不能

となつた場合には、当該農地又は宅地に係る被災年度（当該損害を受けることとなつた日（以下
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本項において「被災日」という。）の属する年度をいう。）分の固定資産税額のうち、被災日以

後に納期の末日が到来する納期分に係る税額について、次の表に掲げる区分により軽減し、又は

免除する。 

損害の程度 軽減率 

１ 被害面積が当該土地の面積の10分の８以上であるとき 10割 

２ 被害面積が当該土地の面積の10分の６以上10分の８未満であ

るとき 
８割 

３ 被害面積が当該土地の面積の10分の４以上10分の６未満であ

るとき 
６割 

４ 被害面積が当該土地の面積の10分の２以上10分の４未満であ

るとき 
４割 

２ 災害により損害を受けた農地又は宅地以外の土地に係る固定資産税については、前項の規定の

例によりその税額を軽減し、又は免除する。 

（家屋に対する固定資産税の減免） 

第４条 災害により家屋が損害を受けた場合には、当該家屋に係る被災年度（当該災害を受けるこ

ととなつた日（以下本条において「被災日」という。）の属する年度をいう。）分の固定資産税

額のうち、被災日以後に納期の末日が到来する納期分に係る税額について、次の表に掲げる区分

により軽減し、又は免除する。 

損害の程度 軽減率 

１ 家屋の原形をとどめないとき又は復旧不能のとき 10割 

２ 主要構造部分が著しく損傷し、大修理を必要とする場合

で、当該家屋の価格の10分の６以上の価値を減じたとき 
８割 

３ 屋根、内装、外壁、建具等に損傷を受け、居住又は使用目

的を著しく損じた場合で、当該家屋の価格の10分の４以上10

分の６未満の価値を減じたとき 

６割 

４ 畳等に損傷を受け、居住又は使用目的を損じ、修理又は取

替を必要とする場合で、当該家屋の価格の10分の２以上10分

の４未満の価値を減じたとき 

４割 

（償却資産に対する固定資産税の減免） 

第５条 災害により損害を受けた償却資産に係る固定資産税については、前条の規定の例により軽

減し、又は免除する。 

（被災日が１月２日から３月31日の場合における固定資産税の減免の特例） 

第６条 前３条の規定において、被災日（第３条第１項及び第４条にそれぞれ規定する被災日をい

う。）が１月２日から３月31日の間である場合には、被災年度（第３条第１項及び第４条にそれ

ぞれ規定する被災年度をいう。）の翌年度分の固定資産税についても、前３条において規定する
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それぞれの軽減率により軽減し、又は免除することができる。 

（減免の申請） 

第７条 前５条の規定により市税の減免を受けようとする者は、規則の定めるところにより、市長

に申請しなければならない。 

（委任） 

第８条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日（以下「施行日」という。）から施行し、昭和59年４月１日（以下「適

用日」という。）以後に生じた災害に係る市税の減免から適用する。 

（経過措置） 

２ 改正前の災害による被災者に対する門真市税の減免に関する条例（以下「旧条例」という。）

第２条第２項の規定は、適用日から施行日の前日までの間において生じた災害に係る市税の減免

に限り、なおその効力を有する。 

（減免額の調整） 

３ 前項に規定する場合を除き、適用日から施行日の前日までの間に生じた災害により旧条例の規

定に基づき市税の減免を受けた者の減免額は、この条例の規定による減免額の全部又は一部とみ

なす。 

附 則（平成７年３月31日門真市条例第９号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の災害による被害者に対する門真市税の減免に関する条例第２条第２項

の規定は、平成７年１月17日以後に生じた災害に係る市税の減免から適用し、同日前に生じた災

害に係る市税の減免については、なお従前の例による。 

附 則（平成30年９月25日門真市条例第17号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成31年１月１日から施行する。ただし、第２条第２項の改正規定（「控除対象

配偶者又は同項第８号」を「同一生計配偶者又は同項第９号」に改める部分に限る。）以外の改

正規定は、公布の日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この条例による改正後の災害による被害者に対する門真市税の減免に関する条例第２条第２項

の規定は、平成31年度以後の年度分の市民税についての適用し、平成30年度分までの市民税につ

いては、なお従前の例による。 

附 則（令和２年６月22日門真市条例第29号） 

この条例は、公布の日から施行する。
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【資料14－４ 応急仮設住宅建設候補地】 

（まちづくり部調べ、令和７年３月現在） 

  候補地名称 住 所 整備面積（㎡） 

１ 新橋公園 新橋町５ 1,191.18 

２ 中町公園 中町１ 1,602.00 

３ 東打越公園 打越町12 2,700.44 

４ 幸福町公園 幸福町28 2,654.12 

５ 北打越公園 打越町30 8,478.67 

６ 下三ツ島公園 三ツ島２丁目11 2,633.70 

７ 若葉公園 深田町１ 1,735.79 

８ 下馬伏南公園 脇田町15 2,208.80 

９ 四宮公園 四宮４丁目４ 12,848.55 

10 弁天池公園 岸和田１丁目８ 34,777.78 

11 速見町公園 速見町10 2,288.20 

12 一番柳田町北１号公園 一番町10 1,000.00 

13 大橋町公園 大橋町10 1,821.40 

14 東江端町３号公園 東江端町８ 3,054.40 

15 岸和田１号公園 岸和田３丁目22 1,720.30 

16 四宮１号公園 四宮２丁目９ 2,070.90 

17 四宮３号公園 四宮６丁目９ 3,795.26 

18 元町中央公園 元町14 1,097.35 

19 門真南公園 三ツ島３丁目３ 1,936.01 

20 東江端町２号公園 東江端町４ 1,362.91 

合  計 90,977.76 

※ 1,000㎡以上の都市公園及びその他の都市公園から、公園内の状況及び公園までの進入路等を勘案し抽出 

※ １戸当たり50㎡を想定（「大阪府地震被害想定に基づく備蓄等の考え方」より）  
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【資料15－１ 防災機能を有する施設一覧表】 

 

 

 

防災機能 施設名称 備考 

災害対策本部 市役所別館３階 第三会議室 中町１-１ 

災害対策本部事務局 市役所別館３階 厚生会会議室 中町１-１ 

災害対策本部 代替地 第１位 市役所本館 大会議室 中町１-１ 

第２位 総合体育館２階 武道室 中町11-70 

第３位 南部市民センター 島頭４-４-１ 

災害対策本部事務局 代替地 第１位 総合体育館２階 研修室 中町11-70 

記者発表会場 市役所本館２階 入札室 中町１-１ 

医療対策本部 保健福祉センター 御堂町14-１ 

市災害医療センター 保健福祉センター 御堂町14-１ 

ボランティア活動拠点 門真市社会福祉協議会 御堂町14-１ 

災害医療協力病院 摂南総合病院 柳町１-10 

蒼生病院 北島288 

萱島生野病院 上島町22-11 

備蓄場所 【資料７－３】参照  

ヘリポート候補地 【資料10－３】参照  

救援物資一時集積場 総合体育館 メインアリーナ 

（物資管理：同施設１階 会議室１） 
中町11-70 

市立公民館 新橋町34-24 

遺体安置所 総合体育館 サブアリーナ 

（検案/検視：同施設１階 多目的スタジオ） 
中町11-70 

応急危険度判定作業場候補地 総合体育館２階 武道室 

（災害対策本部として未利用時） 
中町11-70 

総合体育館１階 会議室２ 


